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「漁業危機j下における漁民層分解の動向について

宮崎韓志

The Differentiation of Fishery Households Under 

“The Crisis of F ishery n 

Takashi Miyazaki 

1. 問題の所在

日本経済の f高度成長jの終罵(昭和48年)とともに，わが国の漁業も構造的危機といわれる

局面に突入した。昭和48年のオイルショックによる中小漁業の経営危機，昭和51年の米関200海

理法iと始まる漁業専管水域200海浬体制の確立，昭和54年の第二次オイルショックと魚価低迷に

よる沿岸漁業の経営難というように48年以後の漁業部門をとりまく経済諸条件が急激に変化した

ζとは確実である 1)

ζれらの外的条件の変化が，日本漁業の存立基盤IC如何なる影響を及ぼすのかが，究明される

べき重要な課題であるが，その際， r高度成長j期lと見られた沖合・遠洋漁業の成長と沿岸経営
体数の維持のメカニズムを解くことが昭和48年以後の「漁業危機j問題を構造的に理解する鍵と

なるo ζの点iと関して志村賢男氏は，戦後のE詳し、時期(昭和24.25年)における食糧政策の放棄

が，実は漁業成長メカニズムの嬰締だったと主揺する 2)。つまり，戦後の日本漁業は，そのよう

な条件の下で，当初から漁獲物商品の市場基盤を「所得弾力性の高い，選択的消費財たる側面j

iζ求めてし、かざるをえなかったわけであるが，まさに ζの乙とが， r消費生産の綴別化と選択的
商品の拡大を極端におしすすめる乙とを基礎」とする「高度成長j 過程での市場拡大原~IHζ漁業

部門も連動しえた根拠であったとする。換言すれば，それ故に， r高度成長J期の名目所得の増加
iとともなって，水産物鴎品も常iと需要超過要霞が形成されやすい商品分野を占める乙とができた

のである。

以上のような成長要因=市場基盤が崩れることによって.r危機j局面が発現する乙とになる
が，乙のような視点から見た場合，車ちに 2つの論点、があげられよう。第 lは，選択的消費財

(乙の規定自体，検討が必要である)という市場基盤を認めたとしても，それが低成長経済への移

行とともに崩壊するのか，という点，第2は，魚価高騰依存型という成長メカニズムの作用の仕

方は，漁業内部の諸階層において(さらには地域的にも)異なるのではないかという点である。

前者の問題は，現段階の日本資本主義がどのような市場構造をとって存立するのかという評価

と密接に関わった問題である。小論では，乙の点の詳しい検討は行なわないが例えば，小野征一

郎氏のよう 1<:，消費の個別化と結びついた選択的商品の拡大は国家独占資本の政策体系そのもの

であり，それ故「自らを前提とする限り，選択的消費の拡大を市場拡大の原則として追求しつ

づけるほかないのである3)Jといった理解，批判もありえよう。但し，小野氏のいうような「原

員IJJがあるにもかかわらず，現実に需要が停滞している点については検討を必要としよう o その

際，基本的な課題となるのは，広吉勝治氏の指摘する独占的市場形成との関連である。氏は1970年代
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11:，総合商社や大手水産資本による流通独占が確立したとするが4)それを蔀提とすれば，低成

長局面での大手資本の蓄積行動の検討が必要であるし，独占的市場が未形成であるとすれば，現

在の市場発展の段階を再度，間い直してみる必要があるのではなかろうか。

後者の開題は，小論の主題と鹿接結び、っき，漁家，漁業資本の蓄積様式の階層性を関う ζと

と換言してよい。一般に沿岸漁業が高価格依存型で，中小資本制漁業が物的生産性指向型という

区分は容易に行ないうるが，問題は各々の内部での階層性である。中小資本制漁業については

「機械制工業的麗開による大叢生産課料供給産業型jと f魚価上昇先導型Jの2類型があり，前

者の展開(資源乱用)の結果として後者(供給量抑え込み)が発現したとの指摘がなされているが5) 

沿岸漁業11:関しては，階層視点は必ずしも明確とは言えないように思われる。例えば志村氏は沿

岸漁家層内部の賠層伎をも問題lとするが，氏の場合，漁家経営は「結局のと乙ろ，わが国の麗用

・賃金構造iと規定される6)Jとの理解から労賃水準の階層性しか関題にされない。 ζのような枠

組では結局，雇用労賃水準を基軸とした漁家経営の生産性が問題となるに止まり， I高度成長j

期の「近代化j路線への対決は困難となる。

問題lとされるべきは，共同漁業権制度に象徴される沿岸漁業制度(漁協による漁場管嬰体系)

の下での，漁家の蓄積構造の階扇性である。たしかに，志村氏の言うように漁民層の分解とは

「資本主義の労働力蓄積過程jであるか，それは現実には漁場の集団的利用を介してしか発現し

ないのであり， ζの特殊性を無視した議論は一面的にならざるをえない。戦後の漁民層分解が漁

場利用問題，郎ち，漁場の利用を媒介とする漁家の蓄積構造の階層性を捨象してきたために，今

日の「危機j打罰iと関する理論的菌難がもたらされていると云っても過言ではなかろう。

たとえば，志村氏は養殖業iとみられる幾つかの「集団的漁場利用(経営目標を漁協が中心に

なって集団的に決定し，それに基づいて漁場利用上の編成を行なう ζとによって，個別経営の投

資論理を統御する)Jと呼ばれる実践に対して， I従来型の儲別的自主的『成長類似』路線の現

象が終駕した後iとあらわれた『近代化j志向の新しい局面jでしかなしその市場基盤は従来と

変わらないとし，そうである以上， I悶民経済との結合，連関構造の変換Jを実現するような「経

営主体jを醸成するものではないと評価する7)筆者も，市場基盤iと大きな慕巽がない ζとは認

めるが，その ζとと， I経営主体Jの形成が耐難な ζととは間義ではない。それを同義lとしてし

まうのは，漁場利用問題を市場基盤の問題に還元してしまう理論枠のせいである。

小論の課題は，第 111:，漁家蓄積行動の地域性，階層性を問う ζとにより，‘選択的消費依存

の近代化シューマの崩壊、論を再検討する ζとにあり，第 211:，漁家蓄積の階層性を規定する要因

を明らかにすることにあるα

以下では. I漁業危機Jといわれる昭和48年以後を主たる対象として，統計分析によって，乙

れらを検討するが，漁場利用をめぐる漁家蓄穣行動の階層性は事例分析によら怠るをえないため，

北海道のサロマ湖地域を対象に分析を試みた。乙の地域を選定した理由については班で述べるこ

ととし，まず，昭和48年以後の漁民層分解の展開について検討してい乙う。

注

1) ζの点をとらえて，例えば長谷川彰氏は， E3本漁業の現状を「単なる怨別経営問題の範騰をζえた再生

E装慕緩全体にかかわる体制的危機Jと評している(If'講座今日の日本資本主義第8巻 白本資本主義と

業業農畏』大月番161982)。但し， r体制的な危機Je'まいっても，漁業経済学会の議論は，資本主義の
全般的な危機としての「体制的な危機Jを構成する要素として「漁業危機jを理解するというより，r高
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度成長j期における生産力展開の矛盾の発現として理解するという方向にあるように思われる。

2)志村賢努「高度成長メカニズムと漁業j仔漁業経済研究』第22巻l号.1975) 

3)小野征一郎 f漁業経済研究の課題J(f漁業経済研究』第23巻第3・4合併号 1977) 

4)広吉勝治 f市場条件と漁業成長J(f漁業経済研究j第22巻1号.1975) 

5)大海原宏 f戦後日本漁業の生産力展開J(同上)

堀口健治「臼本漁業の成長メカニズムの一視角J(f漁業経済研究』第23巻2号.1977) 

6)志村賢男「漁民層分解iζ関する研究蛮J(f長崎大学水産学部研究報告第11号.1961) 

225 

7)志村賢男 f養殖業における生産力発展と漁場管理の意義J(子漁業経済研究』第27巻第1・2合併号 1961)
8)漁場利用と漁民贈分解についての詳しい検討は，拙稿「漁協経営と漁民層分解J(f漁業経済研究J第29

巻掲載予定)を参照されたい。

宜 沿岸漁業生産力の地域的再編成

(1) 全闇的動向

昭和48年以後の全国的な分解動向は，経営体数減少率の低下. 1 t未満震の減少謂始と 5-10

トン層の増加，及びノリ養殖の引き続く減少とハマチ，ホタテの新規養殖業の減少に特徴づけら

れる(表1)0 乙のうち， 1 t未満腐の減少は，兼業労震に依存した従来の存立基擦が狭磁化し

てきている ζとの反映とみてよい。表2にあるように. 1 t未満層は昭和48年以後急速にH兼化

しているが， 53年から57年にかけては， 1 t未満!菖E兼漁家の脱漁化が一層，進行したと患われる。

専兼動向との鵠遥では(表2)，全体としてI兼漁家の減少と専業漁家の増加が顕著で、あるが，

乙れは，従来 1兼漁家群の中心階層であった 1-3 t層が，一貫して分解基軸にあり，不安定

性を強めてき，かわって 3-5，5-lOt層において専業漁家が増加していることの反映である。

乙のようにみてくれば， 1-3tl兼漁家群の両極分解の結果として， 3 -5， 5 -10 t専業漁

家層の形成を確認できそうであるが，それは次にみるように，各海産別に相当異なった現われ方

を示している。

まず，専兼動向で大別すると 1兼から専業化への動きが顕著な北海道，太平洋高，東シナ，

瀬戸内と，反対に依然としてE兼の比率が高い太平洋北，太平洋中，日本海北， B本海聞の2グ

ノレープiと分額可能である(表3).0ζの区分によっても，専業化 II兼化を I兼両極分解とする

乙とは難しいζとがわかるが，さらに，昭和38年から57年までの経営体数の減少率で区分すると

表4の結果が得られる。乙乙で昭和38年を基準にとったのは38年段措での動力比率との相闘をみ

たかったからであるが，表5によると II-aグループ及び北海道花関しては，昭和38年の無動力

層の比率の高さと，昭和57年の 1t未満の比率の高さiにかなりの相闘を読みとれる。 ζのζと

は，昭和48年の以前，以後を通してρζれらの地域の労働力合理化が進展しなかった ζとを示す

だけでなく，漁家の投資パターンも，兼業労賃iと依存する下層では大きく変化していないことを

予想させる。

そ乙で，各地域の漁家の投資パターンを明らかにするためIC:，兼業種類，生産力水準を検討し

よう。まず，兼業穣類であるが，乙の点、は北海道，東シナを除けば大差はないとみてよい。 1兼

では農業自営から漁業外常藤への移動が進み， IIーベb)グループでは日本海西，陪北，太平洋北の

)1留にそれが進展している。乙の傾向は太平洋中，伺南，瀬戸内でも同様である。H兼では漁業被傭の比

率がややふえているが，乙乙でも漁業外常麗への移動が進んで、いる。兼業種類で特殊な動向を示す

のは 1グループiと属する北海道，東シナの雨海認で，乙 ζでは漁業外常麗の労働市場が狭騒な

ため，北海道では漁業外臨時，漁業被傭の，東シナでは農業の比重が高くなっている。乙の乙と
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数(全国)

年次 漁船 漁 総 使 用(トン数) 大型 小型 養 殖

〈昭和)
n 
非使淘 :-，，1-50ド匹。 -1- 11，000 定置 定震 地曳 ノ非リ ノリ カキ真珠母員ワカメノYマチホタテ他無轍力 -1 -3 -5 -10' -2~ 30 ， -50r100~ÕO'5ÒÕli，ooo"'v~ 

38 267，211 28，600 51.154 26，696 58，082 14，216 6.416 4，584 2，394 530 507 201 102 711 5，999 2，181 51 354 4.349 2.767 5，587 781 

43 254，118 19.672 20，083 41.357 57.863 20，739 6，173 4，000 970 1，572 1.057 620 541 243 154 711 5，105 1.084 4.877 47，767 3，392 3，760 5，559 6，819 

48 232，302 14，686 7，793 45，892 51.078 25，933 8，250 4，575 777 1.330 1.523 ω3 278 215 832 5，755 808 1.275 思7.1613，245 1.878 1，468 ゆ，5622，8412.888 1，029 

53 217，734 10.471 2，964 46.203 46，237 33，384 10，989 5，693 739 1，087 1. 721 645 545 300 208 1，217 6，263 655 505 24，408 s，924 1.755 1，355 3，496 2，647 

57 212， 137 8.309 1.079 44.216 44.305 35，603 12，202 6，426 883 880 1.685 606 504 282 204 1.179 6，729 450 391 20.805 4，232 1.840 1.495 7，06913，287 3，378 4，018 

体営経J.JIJ j霞階表 1

糊
沖
謝
崎
明
義
お
湘

及び漁業動態統計年報より作成， r J 1)非jとは，漁船非使用階層をさす資料:各年次漁業センサス，

瀦
台
市
州

向

53 

動兼導J.JIJ 層階表2

資料:各年次漁業センサスより
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表3 地域別専兼動向 9ぢ

;国 北海道 太平洋北 太平洋中 太平洋南

38 I 48 I 53 I 57 38 48 53 57 38 48 53 57 38 48 53 57 

毒事 業 12.9. 22.8 29.2 31. 5 8腎914. 7 15. 6 15.9 15.8 17.5 20. 7 24.5 159 31. 4 4.8 33.8 

I 兼 65.3 47.9 43. 1 46. 1 48.7 49.3 45. 6 45.6 54.7 51. 3 48.8 46.6 34.0 43. 1 40. 2 38.8 

豆 兼 21. 9 29.3 27.7 22.4 42.4 42.4 38.5 38.5 29.4 31. 9 30.4 28.8 30.2 25.5 25.0 22.0 

弐\~~\?輔 日本海北 臼本海閥 東シナ 瀬戸内

38 I 48 I 53 I 57 38 48 53 57 38 48 53 57 38 48 53 57 

専 業 5.9 8.6 10. 5 9. 7 99 13. 1 16. 1 17.7 18.0 23. 1 27.4 32.8 25.3 29. 5 34.3 37.5 

I 兼 38.9 35. 1 33.9 35.3 47.3 44.5 43.3 41.1 46. 6 43.3 42. 5 40.0 49.0 43. 1 39.3 38.4 

E 兼 55.2 56.2 55. 7 55.0 42.9 42.4 40. 6 41. 3 35.4 33.6 30.1 27.2 25. 7 27.4 26.4 24. 1 
1 …一一一一

注:太平洋北=青森，岩手，宮城，福島，茨城 百本海北口青森，秋田，山形，新潟，言語山，石川

太平洋中口千葉，東京，神奈川，静岡，愛知，王室 日本海西=福井，京都，兵庫，鳥取，島根，山口

太平洋西=和歌山，徳、烏，高知，愛媛，大分，怒崎 東シナ海t 穏隠，佐賀，長椅，熊本，鹿児島，沖縄

瀬戸内ヱエ和歌山，大阪，兵庫，岡山，広島，山口，徳島，香JlI，愛媛，福岡，大分
資料:各年次漁業センサス及び漁業動態統計年報

表4 王手兼動向，経営体数減少率による地域類裂

類 型 減少率 土由 域

I 型 (a) 205ぢ未満 太平洋南(45ぢ)，東シナ(11%)，瀬戸内C16必)

(専業化) (b) 205ぢ以上 北海道(245約

II 型 (a) 205ぢ未満 太平洋北(17%)，日本海~t.( 6労)， B本海爵(5%) 

Cll兼化) (b) 205ぢ以上 太平洋中(50労)

表5 無動力， 1 t未満比率

地域
(i) 

無動力比率第 1 t未満!選比率沼%) 

は，北海道，東シナを除けば漁当外常雇労働市場の

拡大という要自は各地域でほぼ均等に作用した乙と

を意味し，労働市場条件iζ大きな格差が存夜したと

は思われない(但し，賃金水準の格差の問題は未検

討であるし，それとがかかわって各地域における労

働力合理化がどれだけ進展したのかについての検討

も不十分であるが，乙乙では，兼業動向の地域差は

見い出し難い乙との指橋にとどめる。)。

北海道 45 48 

太平洋北 27 22 

日本海北 33 36 

日本海君 28 27 

太平洋中 5 17 

太平洋南 17 15 

東シナ 19 18 

瀬戸内 11 12 

資料:漁業センサス及び漁業動態統計年報

※ 
①:昭和38年

③:昭和57年
いずれもlOt未満漁船漁業，小定喜重，
養殖の総漁家数lζ対する比率。

次lと生産力水準であるが，まず，漁業収入をみれ

ば(表7)， 1一(a)グループの相対的低位は明らか

であるが，逆iと北海道は高水準に達している。乙の

ような逆転現象が生じた理由，換言すれば，漁業収

入額は低くとも経営体数を維持できる理由について

は，労働生産性と資本生康性の各指標を検討する
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表8 地域別兼業穣類

I 兼 E 
年次

地域
漁業 常漁業外藤 漁臨業外時(昭和) 自営農業
やとわれ

自営農業

48 19.9 11. 5 25.8 13.6 40. 7 10. 5 2.8 
北海道

53 20. 7 10.8 30. 5 17.2 31. 5 10.4 1.7 

48 48.6 38.2 19‘8 14.3 17.3 26.9 15‘7 
太平洋~t

53 45.5 32.5 17.5 18.3 18. 7 25.5 12.9 

48 57.4 39. 6 7. 1 23.2 12.4 46. 7 25.4 
太平洋中

53 54.0 34. 1 7.3 27.4 11. 2 45.9 19.5 

48 45.8 32.8 14.1 23.4 16.8 38.4 24.0 
太平洋南

53 41. 6 28.0 14.1 28.8 15. 5 38.2 20.5 

48 45.8 30. 1 11. 2 24. 9 18. 1 40.7 26.3 
臼本海北

53 46.2 29.4 12.4 27.5 13.9 38.6 22.2 

48 44.5 23.2 13.1 27. 7 14. 7 37.8 15.9 
日本海西

53 43.5 19.3 12.8 30. 2 13.5 37.2 13. 7 

48 60.6 45.4 8.1 15.4 15.9 60. 6 44.6 
東シナ

53 58. 1 43. 6 8.8 20. 1 13.1 58.3 40.4 

48 48. 1 31.1 7.6 31. 4 12. 9 40.4 21. 6 
瀬戸内一

53 47. 1 28. 6 8.5 34. 6 9.8 39.8 19.5 

資料:各年次漁業センサス

表7 階層l.lIJ 地域別漁業収入

t 来最寄 ~ 3 t 3 ~ 
昭和48年 紹和57王手 昭和48年 昭和57年 昭和48年

北海道 2，209北海道 3，477北海道三206北海道6，446北海道 4，957

太中 1，441太中 2，330太中 2，208日西 4，024太 ~t 4.126 
a 酒1，104太薦 2，099日商 2，110日 ~t 3，663 太中 3，982

日 ~t 1，040 日西 2，032太 ~t 2，021 太中 3，583B ~t 3，929 

東シナ 886 太北1，947日 jヒ1，999瀬戸内 3，206東シナ 3.155
瀬戸内 825 瀬戸内1，640太南 1，845太南 2，954日西 2，890

太 ~t 817 東シナ1，607東シナ 1.443太 jヒ2，452瀬戸内 2，887
太荷 771臼 ~t 1，358 瀬戸内 1，357東シナ 2，409太衛 2，444

資料:各年次漁業経済諮査報告(漁家の部)より作成

※太北=太平洋北の略，以下同様

と，以下のような点を指橋しうる。

5 t 

昭和57lf:

北海道 8訓6

日 ~t 8，352 

太中 7，580

日西 6，983

太北 6，354

綴戸内 6，281

東シナ 5，967

太南 5，299

% 

兼

漁やとわれ業 常漁業外緩 漁臨業外時

30.8 8‘4 50. 3 

29.3 12.5 47.9 

28.1 19. 6 25.4 

26.0 23.4 25. 1 

10.0 33.3 9. 9 

12.8 33.8 7.5 

24. 1 26. 7 9.9 

24. 1 30. 5 7.2 

14.8 30.2 14.3 

13.6 37. 1 10.7 

22.0 31. 3 8.8 

21. 8 34. 1 6.9 

7.9 19.9 11. 6 

8. 1 24.6 9.0 

16.9 37.9 8.0 

13.3 40. 7 6.2 

(千円)

5 - 10 t 

昭和48年 昭和57年

北海道15，077北海道22，223411 
太J:t8，095 日~t19，

日商 7，170太中16，330

日北 6，754日西13，561

太南 5，547太北 9，733

東シナ 5，317
東シナ M同o司a 

太北 4，850太南 8，8

瀬戸内 4，077瀬戸内 8，2

第 1IC， 1型は太平洋南を除けば労働生産性は停滞ないし低下傾向にあるとと，第 2IC II型は

太平洋中を除けば労働生産性の高水準，上昇を実現していること，第 31C，資本生産性では逆lと

I型が高水準で推移し II型は太平洋中，日本海西の 3-lOt層を除けば低水準で、あるとと，で
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表8 労働生産性

同
全国 北海道 太平洋南

38 I 48 I 57 38 48 57 38 48 

1 t未満 0.29 2. 13 4.25 93 105 103 121 77 

1 -3 t 1.64 3.62 79 67 118 

3-5t O. 22 1. 44 3.82 64 80 81 359 142 

5 -10 t O. 18 1. 35 3.90 117 111 88 56 64 

X 太平洋北 太平洋中

3848157 38 48 57 38 

1 t未満 90 96 198 110 92 92 128 
1-3 t 65 120 92 94 

3 -5 t 82 58 100 110 110 109 68 
5-lOt 100 80 77 122 95 99 117 

資料:各年次漁業経済調査報兄(漁家の部)より作成
※昭和38停は 3t未満で一括されている。

日本海北

48 

93 

135 

120 

54 

注)全国は 1人l待問あたり生産額，他は全閣を100とした指数

57 

77 

135 

128 

118 

57 

115 

101 

134 

85 

表9 資本生産性

巨人 思 北海道 太平洋南

57 38 48 57 38 48 

1 t未満 107 136 101 94 126 112 103 74 
1 -3 t 103 84 101 108 105 
3 -5 t 109 95 74 81 92 105 96 86 
5-lOt 102 109 85 88 101 94 76 93 

日常
太平洋北 太平洋中 太平洋;11:

38 I 48 I 57 38 48 57 38 

1 t未満 95 70 105 105 101 113 83 
1 -3 t 89 70 106 11 
3 -5 t 106 89 74 121 97 97 90 
5-lOt 132 73 85 109 115 113 79 

資料:各年次漁業経済調査報兄(漁家の部)より作成
※昭和38年は 3t未満で一括されている。

48 

82 

90 

115 

93 

57 

107 

120 

105 

85 

57 

73 

87 

95 

96 

東シナ

38 48 57 

83 107 88 

93 132 

91 89 94 

61 77 114 

日本海筒

38 48 57 

167 131 89 

126 109 

159 171 103 
133 107 114 

東シナ

38 48 57 

96 96 103 

93 93 

92 103 91 

108 92 109 

太平洋酋

38 48 57 

82 118 79 

99 89 

82 98 111 

122 100 105 

注)漁業収入/投下資本 x100.全国は実数で，他は全国を 100とした指数)
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瀬戸内

38 48 57 

93 71 74 

95 90 

114 104 86 

111 118 95 

瀬戸内

38 48 57 

112 79 80 

105 105 

185 120 107 

115 113 108 

ある。乙のζとより，総じて型z 低労働生産性・高資本生産性 II型高労働生産性・低資本

生産性と云えるが，投下労働力数，投下資本焼模を含めて検討すれば，各地域の特徴はより明瞭

となる。

まず Iーイa)グループでは，東シナと瀬戸内で労働生産性が低くなっていたが，それは乙れらの

海思で投下家族労働力 2人以上が509彰を超えることと関係し，太平洋南では逆iと家族労働力数 l

人が60%を上回るという投下労働力の少なさが労働生産性の高さを実現している(但し，東シナ

や瀬戸内では養殖の比重が高く，投下家族労働力が多くなっている点Kは留意せねばならないが，
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表10 昭和57年度 階層部・地域別投下資本額 (千円， 1ぢ〉

階層 北海道 太 jじ 太中 太南 日::fl: 日 gg 東シナ 瀬戸内

投下資本 3.088 1，829 2.039 1. 939 1. 825 2.528 1. 549 2.017 
t 

未満
固定資本 2.057 1，230 1. 066 849 1. 312 1. 626 895 1. 082 

(比率) 66.6 67.2 52.2 43.8 71.9 64.3 53.6 57.8 

1 投下資本 7.080 4. 157 3，869 2，937 4. 999 53，90 3.076 3，652 

3 圏定資本 4.655 3.210 2;343 1，728 3，514 3.926 2.104 2.202 
t (比率) 65.7 77.2 60. 6 58.8 70. 3 72.8 60.3 68.4 

3 投下資本 11，237 11，551 10.457 6. 792 11. 986 8，466 8，957 7，961 

5 国定資本 8.007 9. 146 7.524 4.771 8，896 5，653 6，641 5.299 
t (比率) 71.3 79.0 72.0 70. 2 74.2 66. 7 66. 6 74. 1 

5 投下資本 27，802 13，630 16.939 12，284 23，391 15，248 10.200 8，922 

10 固定資本 20，261 9.868 10.671 8，824 16.840 10.326 6， 716 5， 726 
t (比率) 72.9 72.4 63.0 71. 8 72.0 68.0 64. 2 65.8 

資料:漁業経済調査報告(漁家の部)より

表11 昭和53年度地区別海上作業従事家族労働力数 (%) 

kケ北海道 太北 太 ct 太閤 日::fl: 日西 東シナ 瀬戸内

な し 1.4 1.2 O. 5 O. 9 1.1 O. 6 O. 1 

人 56.1 38.0 47.5 62. 1 62.2 66.5 49.0 

2 人 32.4 43.2 42.3 28.3 27. 7 27.3 39.2 

3人以上 10.1 17.6 9. 7 8. 7 7. 1 5.5 11. 7 

資料:漁業センサス

霊祭12 昭和57年度地域別階層部有機的構成

長司
全閣 北海道

38 I 48 I 57 38 48 

1 t未満 57.8 56.8 61. 3 110 99 

1 -3 t 63. 9 66.0 106 

3 -5 t 57.2 67.5 71. 3 113 105 

5 -10 t 55.7 63.0 69.0 118 105 

;可 太平洋北 太平洋中

38 I 48 I 57 38 48 

1 t未満 106 122 110 93 98 

1 -3 t 102 117 95 

3 -5 t 101 104 111 80 100 

5-lOt 90 113 105 92 89 

桟)全国は実数，他は会簡を 100とした指数
資料:漁業経済調査報告(漁家の部)

57 

109 

100 

100 

106 

57 

85 

92 

101 

91 

太平洋調 東シナ

38 48 57 38 48 57 

100 97 71 100 99 94 

97 89 102 104 

113 107 98 111 96 104 

84 101 104 102 101 95 

82ド海北 臼本海西

38 48 57 38 48 57 

116 106 117 117 93 105 

109 107 103 110 

109 97 104 117 102 94 

127 92 104 99 95 99 

。
46.8 

44. 1 

9.0 

瀬戸内

38 48 57 

88 95 87 

88 91 

160 60 93 

97 85 93 



「漁業危機J下における漁民層分解の動向について 231 

漁家経済謂査の階層別労働力人員，時聞をみても，太平洋南に比べれば相対的に高いζとは確認

できる)。一方，資本生産性l丸太平洋調や瀬戸内において高かったが，有機的構成は，全国7J<

lと比べて決して高くはなく，投下資本の絶対額でも低い部類に属する。つまり， ζれらの海誌で

は，設備投資を控え， J収益性の向上をはかつているといえる。

乙の点で北海道は対照的である。投下資本額は，いずれの稽層でも一位，あるいはそれに近い

水準であり，有機的構成も全国平均を上田る。同じ Iクツレープでありながら，北海道は穣様的な

設備投資によって水揚金額の増大をはかつてきたといえよう。

一方 II クツレープでも日本海~t，日本海西，太平洋北は，投下資本額で I→a)グループを上回
り，有機的構成においても全国平均を上回る(日本海密の3-lOt層が57年は低下しているが)。

乙乙でも，積極的な設備投資を確認できるが，北海道との決定的な違いは，それが資本生産性の

向上iと結びついていない点である。乙れらのグループは 1→a)とは巽なる投資論理を有してい
るとみるべきであろう。

太平洋中は，投下資本額では他の哀クツレープと大差ないが，有機的構成で劣っている。おそら

く乙れは河海区の家族労働力を中心とした投下労働力の多さに基づくものと思われる。漁業収入

の規模は異なるものの，太平洋中の投資パターンは，瀬戸内，太平洋南に近いといえよう。

以上の諸点、より，漁家の投資行動には幾つかの地域類型を見い出せる。第 Iは設備投資，機械

化を控え，家族労働力を主体iとして収益率の向上を追求するタイプで，瀬戸内，太平洋構，太平

洋中がとれにあたる。いずれも大消費地の近郊に位置い魚価の高騰に依存した展開といえる O

ζれらの海区では昭和48年以後も 3t以上層では設備投資が増加する傾向lとあり，乙の層の増加

が専業の増加をもたらしている。担し，太平洋中の場合は労働市場からの吸引が完全に優位なた

め，経営体数の減少は避けられないが，近年の互卒業増をもたらした愛知，三重を中心iと，残存し

た経営体の投資パターンは，第 1の型z 魚価高縫依存型iと入るとみてよいであろう。

第2は依然として兼業労賃に依存しつつ設備投資を展開するタイプで，日本海北，日本海西，

太平洋:~とがとれiとあたる o との地域では分解基軸は〔兼業労賃+自家労震〕の水準となるため，

自営漁業の収益水準をあげるためlとも兼業労賃部分は不可欠であるが同時花自営漁業内での労働

力の完全燃焼が困難となるため，過剰投資傾向も避けられない。先にみた資本生産性の低さは，

乙れを反映したものであろう。ただし，漁業被傭の比重が高かった太平洋北では，養殖業の展開

による小生産的自立化の方向が擁認できるが，地域全体の奪兼動向を変えるまでには至っていない。

第3，土，再び過剰人目的滞留の色を濃くしつつある東シナである。乙の海lRは労働生産性，資

本生産性ともに低く，投下資本額も低い部類iと属する。先iと，兼業種類で農業兼業が多いζとを

確認したが，ノリ養鶏の分解が急速に進むなかで，漁業外労働市場の狭踏さが低い収益性にもか

かわらず専兼化に向かわしめたといえよう。

第4は，設備投資が進み，収益性を高めている北海道である。いわば「近代化j型の投資パタ

ーンであるが，同時に， 1 t未満j醤の設備投資が進展している点や，漁業被傭，漁業外臨時，日

、の兼業が多い等，必ずしも「近代化J型と割りきるわけにはいかない側面ももっており，

第2や第3のタイプの動向も内包しているとみたほうがよいであろう。

以上は概略の分類であることは否めないが，それでも ζの需の漁家投資行動には，いくつか

の類型ニ地域性を確認するととはできるであろう。そして，より重要なのは，その「型JIr. r高
度成長j期， r漁業危機j期を通して大きな変化がみられない点である o 乙の乙とは， r高度成
長j期lとおける「近代化j過程が決して完会なものでなかったととを示し，また現状を「近代化
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シューマjの崩壊として理解する乙との一面性をも示しているように思われる o 現在の再編動向

をより詳しく検討するには，各地域の諸階層の蓄積行動を分析する乙とが必要であるが，すべて

の海区をとりあげる余裕はないので，さしあたりは，先に「近代化+複合型Jとした北海道をと

りあげる。次節で検討する北海道の各地域は，他の3タイプとの相当高い共通牲を示すと思われ

るからである(統計は昭和56年までの数字を舘用)。

(2) 北海道における漁民層分解の進展

表131とよれば，乙の間の全道的傾向の第一の特徴は，乙れまで一貫して減少してきた経営体数

が昭和田年から56年にかけて増加に転じた乙とである。乙の槙の経営体数の増加は 1-3t，3

-5 tの減少を上向る 1t未満罵， 5 -20 t，小定置，さらにはホタテ養殖(昭和53年以後には

停滞するが)等における増加によってもたらされている。つまり両極分解が進行しているわけで

あるが，それは分解基軸の確実な上昇を伴いつつ進行しているo 沿岸漁業においては昭和38年か

ら48年までは 1-3 t震が分解基軸で， 1 t未満，無動力を一体としてみれば，その数を減少さ

せつつ 3-5 t層の増加およびその他養殖の増加がみられたが， 48年以後，分解基軸は一階層上

昇したとみて良い。一方，沖合漁業においても，昭和48年ごろまではlOt前後の層に分解基軸が

あったのが， 56年になると30-50t層に上昇している。 ζのように北海道においても「漁業危機J

といわれる状況下で，漁民層の分解はさらに進み， 5-lOt (さらには10-20t)層およびホタ

テ養殖騒が沿岸漁業の新たな生産力担当層として形成されつつあるように思われる。これらの層

は投下資本額が1.000万円を上回り，もはやかつての1-3t，3-5t麗とは「資本j装備の水

準が異なる乙とは確かである。

乙ζで問題になるのは， ζれらの騒が従来の小生産漁家とは費約に奥なる漁家(例えば「企業

的漁家J)であるのか，さらには，乙の間の漁民層分解が，そのような漁家盾を析出する局面に

おいて進行しているのか否かである。そして，先にも述べたように，その分解過程は北海道の各

地域において決して一様で=はなし、。そ乙で次に，地域別動向を検討する ζとにより，各地域，各

階層の漁家の蓄積行動について考察を試みる。

1)地減別分解動向(表13)

乙の表についてまず指摘しておきたいのは， 1 t未満層の増加と 5-10 tおよび10-20t層の

一定数(その地域の経営体数の15-205ぢ程度)の増加とが密接K関連し，さらにとの聞の経営体

数の増加は，乙うした地域に顕著である乙とである。 ζのζとは逆に 1t未満層が減少している

地域では， 1 -3 t層の分解の結果として必ずしも 5-lOt，3-5 t層が形成されず，むしろ

全層的没落=解体化とも言うべき状況を呈するという ζとである。乙れらの地域では減少率が先

の地域よりも一貫して高い ζとは言うまでもない(表14)。前者lと属するのが，構造，根室，錫"

路，十勝，臼簡で (0下A地域)後者lζ属するのが，宗谷，留萌，石狩，後志，絵山，担援，渡

島，である(以下B地域，睦振，渡島ではホタテ養殖への転換によって総数の減少には至って

いないが，基本的な性格は他の地域と大差ないと見てよい。ホタテ養殖の持つ下支え機能の絶大

さを逆lと確認できる)。また後者の中でも，昭和48年以後に減少惑を鈍化させた宗谷，留萌，後

志では， 5 -10 t層， 10-20 t層の絶対数を増加させている。

勿論，乙れらの動向は，さらに上層の20t以上層の増減と密接にかかわってくるし，志村氏の

論点も ζうした資本制(的)漁業の労賃水準と沿岸小生産漁家の自立化水準・との関係にあるので、ある

が，そうした観点からみると表15に示される網走，根室，鍛l路，十勝における20t層以上の厚さ
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38 32，898 2，045 13，987 4.121 6，075 2.241 1.134 1. 257 385 98 5 250 1.119 65 59 

43 29，387 629 3.706 10，926 6，414 3，054 1.363 810 251 229 279 206 296 832 40 103 100 149 
(I)総数

48 27，330 359 928 1，205 4，820 3，536 1，925 779 159 154 272 121 106 29 18 375 888 32 22 55 278 751 518 

53 25，817 264 402 10，633 2，930 3，547 1.860 904 128 164 236 118 78 30 19 725 853 4 19 35 47 1.647 1，202 

56 26，202 219 120 1，087 2.691 3，002 2，086 1，266 157 144 223 123 70 32 19 634 1，183 4 13 27 19 1，663 1.420 

29 5，990 4，908 791 752 344 125 60 12 45 10 4 255 229 4 

38 4，613 15 2，747 240 894 329 155 66 41 21 9 82 3 

(2)宗谷 43 4，257 44 1.063 1.613 815 322 143 66 4 2 40 32 71 101 3 7 

B(β1 ) 48 3，907 204 2.337 560 402 185 75 3 13 23 23 3 5 19 54 9 81 

53 3，739 106 2，214 329 509 256 127 7 8 9 25 13 3 6 45 75 23 102 

56 3，828 5 51 2，093 289 490 333 183 9 1 14 26 19 4 4 89 99 24 95 

29 1. 657 673 2 39 147 127 44 8 69 9 255 246 16 

38 1. 204 103 153 681 163 89 165 78 45 11 51 235 2 37 
(3)網走 42 1， 166 1 32 761 195 110 113 55 9 7 32 22 58 307 2 3 74 70 

A(sl ) 48 1， 107 3 80 89 88 171 41 3 5 19 20 7 5 85. 206 40 244 

53 1，250 153 54 96 194 83 8 5 15 21 7 4 86 198 21 303 

56 1. 324 232 42 111 169 84 4 10 7 28 5 5 1 89 201 9 318 

29 1. 95自 1. 156 21 202 121 110 123 29 37 5 129 45 

38 2.008 22 368 117 659 372 125 77 84 17 12 69 84 1 

(4)根室 43 2，252 23 45 9111.018 449 232 84 31 57 23 37 117 45 

A(a) 48 2，478 20 23 152 859 495 294 132 17 21 67 26 14 7 4 154 185 1 7 

53 2.244 24 2 479 443 365 189 126 17 22 73 16 7 自 3 411 36 22 

56 2.487 16、 593 497 293 240 225 27 7 53 19 6 9 4 167 305 26 

動解分!脅民漁苦笑13



日

ω品

崎
沖
誠
特
時
一
山
色
刷
刷

滋
A
M
m
h岬

度年想通
漁船 漁 船 使 用(トン) 大裂 小型 地曳 養 殖

地域 計
非使用 1，000 定震 定鐙 網無動力 -1 -3 -5 -10 -20 -30 -501-1001-200 -50011. 000 ~ ノリ カキ ワカメ ホタテ 他

29 1， 967 951 21 476 164 103 96 21 57 22 5 23 23 24 
38 2，234 110 380 100 671 384 227 85 42 12 161 178 21 

(5)鎖i路 43 2，316 11 43 331 898 517 300 65 宮 18 27 32 3 2 26 1 

A(a) 
48 2，222 17 1 452 810 500 265 40 3 5 34 5 22 4 4 34 8 2 14 2 

53 2，261 7 4 j 1，003 445 506 167 58 10 2 37 7 18 6 3 44 14 15 14 
56 2，358 8 1.224 316 239 235 148 17 3 41 8 15 7 3 57 5 13 18 4 

29 379 203 73 16 8 38 6 9 26 
38 441 60 95 231 106 76 43 12 4 22 

(6)十勝 43 381 9 25 401 110 115 41 3 10 2 2 23 
A(a) 48 392 7 5 68 57 172 38 2 7 4 3 1 20 7 

53 396 6 2 88 38 160 44 17 10 4 25 1 
56 446 120 22 133 63 61 12 3 26 5 

29 2，097 1，639 8 78 69 114 76 12 13 53 30 5 
38 1， 699 49 618 553 242 92 84 23 8 3 2 17 8 

(7)日高 43 1. 903 16 276 1.091 274 105 63 22 6 6 5 6 19 8 5 1 
A(a) 48 1， 835 112 29 1，195 233 124 71 20 4 7 5 l 1 25 3 l 

53 1， 905 132 17 1.227 227 157 69 20 2 4 5 2 34 6 2 
56 1， 920 153 1，220 221 128 72 60 7 4 2 5 2 38 6 l 

29 1， 384 1，024 11 80 29 63 29 14 20 55 36 14 8 
38 1， 391 204 312 318 390 44 28 16 17 6 8 45 l 

(7)胆振 43 1， 194 114 45 331 393 86 36 27 2 10 12 3 22 86 26 

B (，81 ) 48 1， 143 112 9 202 329 96 70 27 5 7 8 4 2 17 13 237 3 

53 1， 047 53 6 144 167 156 87 42 5 5 6 4 10 42 2 317 
56 1. 066 9 3 150 143 140 109 70 24 3 5 6 3 17 87 2 293 2 

29 告，320 6，904 571 656 185 389 446 55 45 5 434 22 
38 10.380 332 6，517 948 1.467 268 116 397 38 5 5 38 229 15 

(9)渡島 43 8，807 17 1.248 4，511 1.539 580 258 246 55 61 24 16 172 12 51 
B (，81 ) 48 8，426 2 403 4.160 1.072 692 460 240 40 52 24 7 4 2 21 202 28 81 259 256 508 

53 7，727 6 154 3.160 656 579 431 199 19 34 28 § 7 4 3 48 215 44 956 1.171 
56 7， 969 7 52 3，412 699 507 193 18 30 17 13 7 2 5 90 243 18 929 1.296 
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年(
漁船 漁 船 使 用(トン) 大裂 小裂 地曳 養 殖

地域 度想昭 計
非使用 ~~~I _~~I- 1. 000 定喜重 定霞 網
無動力 -3 -5 -10 1-20 1-30 -50 1-100 :-2001-50011. 000 ~ ノリ カキ ワカメ ボタテ 偽

29 3，376 2，217 21 554 100 59 42 7 15 4 306 59 11 

38 1. 996 609 225 50 74 11 5 4 26 18 
ω)留萌

43 1， 531 133 i .656 402 184 39 43 24 11 9 5 9 15 
B (fJ 2 ) 48 1，274 59 545 273 263 33 37 9 7 6 3 3 10 21 2 3 

53 1. 120 14 438 167 321 23 41 3 5 6 2 2 8 45 45 

56 1. 087 6 408 150 311 40 42 3 3 9 l 2 7 36 69 

29 585 221 177 34 3 1 7 97 39 4 
38 407 11 156 112 44 30 13 4 2 l 7 26 

(111石狩
43 420 34 50 19t 18 25 6 2 4 5 561 20 B (fJ 2 ) 
48 327 13 231 16 25 8 2 l 2 27 
53 304 3 8 225 17 22 9 6 1 1 2 9 2 
56 267 m 20 13 15 5 l 14 17 

29 3，511 2.231 9 238 117 103 279 64 72 14 3 101 275 5 

38 3，301 403 788 831 351 203 67 352 89 17 9 I 3 I 9 175 4 間後志
43 2，637 174 242 1.084 278 317 40 138 90 44 94 7 87 2 

B (fJ 2 ) 
48 2.105 28 71 913 205 328 109 90 46 33 81 15 26 8 2 5 139 1 5 

53 2，082 27 51 864 131 341 160 112 41 57 38 23 19 2 3 11 177 25 

56 1. 929 8 8 812 114 337 175 128 27 47 53 13 12 3 2 16 145 29 

29 2.728 1. 757 88/ 228 151 286 165 13 2 1 27 9 

38 3，224 727 1，321 37~ 479 129 61 73 4 311 20 
間桧山

43 2，523 186 504 903 474 244 92 57 19 12 9 l 15 7 
B (fJ 2 ) 48 2.114 60 108 89~ 317 351 221 741 27 21 8 4 1 21 7 

53 1. 642 6 37 63E 229 335 231 73 15 30 11 l 34 
56 1. 521 12 644 178 300 204 671 20 35 9 1 15 34 
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裟14 3t庁別経営体数増減率
% 

年度(昭和) 全国 宗谷 縦走 根室 鎖iI路 十勝 日高 胆振 渡島 留務 石狩 後志 桧山

38-43 -10.7 7. 7 一3.2 12.2 3. 7 自 13.6 12.0 一14.2一15.1 -23.3 3.2 ー20.1 一21.7 

43-48 ー7.0 -8.2 -5. 1 10.0 時 4.1 2. 9 一3.6一4.3-4.3 -16.8 -22.1 一20.2 …16. 2 

48-53 -5.5 -4.3 12.9 -9.4 6.3 1.0 3.8 I 8.3 -8.3 同 12.1 一7.0一1.1一22.3

53-56 1.5 24 5.9 10.8 -1. 3 12. 6 0.8 1.8 3岨1一2.9一12.2一7.3一7“4

38-56 -20.4 -17.0 10.0 23.9 5.6 1.1 13.0 一23.4一25.2-45. 5 一34.4-41. 6 -52.8 

資料.各年次漁業センサス，動態統計

表15 20 t以上経営体比率 % 

年〈
巧c土" 網 手長 翁iI 十 日 sB. 渡 留 石 後 桧

度想昭
谷 定 室 路 勝 高 振 島 務 狩 志、 山

43 1.8 6.0 6.6 3.2 3. 9 1.2 2. 1 1.8 3. 2 1.2 10.2 1.6 

48 1.8 5.3 6.3 3. 5 4.3 1.1 2. 1 1.5 22 1.2 10.0 2. 9 

53 1.9 4. 9 6. 6 3. 5 3.8 O. 7 1.9 1.3 1.6 0.3 8.8 3. 5 

56 2.0 4，5 5.0 4.0 3.4 1.0 3.8 1.2 1.7 1.1 8. 1 4.3 

8型 A 型 B 裂
資料:各年次漁業センサス

は，先の ζれら地域における下層，上層の併存とかなりの相関をもっ乙とが読みとれる(ただし

g高は例外)。つまりとれらの地域では，中小資本制漁業 (20t以上)の労賃水準を上回る自家

労賃を実現しうる水準で小生産漁家の自立化がはかられ，またそれ以下の水準の漁家においても

兼業化(漁業やとわれ)する ζとによって，小生産として自立化が国難な階層にまで存立の基盤

が与えられるという ζとになる。その場合 1-3 t層の減少が引き続いているのは，労賃収入部

分を「資本jとして投下するメリットが少なく，労賃部分を誼ちに所得とするならば，投下資本

額がより少ない(資本生産性がより高い) 1 t未満!曹のほうが彼らの存在論理に適しているから

だとみるべきであろう o

一方，漁業内部の労働市場が狭離な他の地域では，直接に漁業外労働市場lζ結びつかざるをえ

ないわけであるが，概してこれらの地域では，そのような労働市場も狭離で，労賃部分に依存し

つつ，漁業投資を継続する乙とは園難とならざるをえなし、。それ故乙れらの地域における下層経

は漁業投資をなるべく据えつつ多就労化していくためその多くはE兼業家とならざるをえない。

乙うした漁家は自家保有労働力の量，質の低下にともなって減少していくと思われる(専業化し

うる層とのあいだに大きなギャッフ。がある)。

各地域別の専兼動向，および兼刷業種類をあらわす表16. 17をみても，以上の整理は基本的lと妥

当であろう。表16によると第一IL. A地域では H兼比率が一貫して20%を下司るとと，つまり

I兼，専業閣の移動にとどまっている乙と，第二1<::，B地域では I兼が405ぢ n兼が20%以上存
在し.A地域と専業比率では大差がなくとも(鱈定，根室，鎖11路は専業比率も高いが)兼業構造

が大きく異なる乙とが裏付けとなるし，表17からはA地域において I兼.n兼ともに漁業やとわ
れ比率が高い乙と，逆lとB地域では漁業外臨時，農業の比率が高い ζと(阻援は漁業外常藤)を

読みとれる。A地域==1兼主力地域， B地域==n兼主力地域であった ζとを考えれば，漁業やとわ
れ 1兼化，漁業外やとわれ==II兼化とひとまず整理しておいてもよいであろう。 A地域におい

ては， ζうした I兼漁家労働力群が上層経営の生産主力基擦のー要素である ζとはまちがいないし，
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奇襲16 地域別専兼動向
Pち'

地 域 会 道 と耳まて， 谷

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 53 56 

毒事 業 6.8 18.0 25.3 22.8 29.2 31.1 5. 7 19.4 14.3 9.6 14. 7 19.0 

兼 60.0 60.2 55.8 47.9 43.1 45.6 78.9 73.0 63.9 57. 1 40. 1 31. 1 

一兼 33.3 21. 9 18.9 29.3 27. 7 3.3 15. 3 7.6 21. 8 33.3 4fi.R 49.9 

地 域 網 走 ネ良 室

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 

専業 23.2 54.4 55.3 44. 7 39.5 48.0 22.9 48.3 62.4 47.9 

兼 56.8 43. 1 40.6 41. 4 42.0 29.5 70. 3 46.9 31.1 39. 1 36.5 158.8 

一兼 20.0 2.5 4. 1 13.9 18.5 22.5 6. 7 4.9 6.5 6. 5 5.9 I 2.7 

.tt担 域 錫11 路 十 5券

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 53 56 

専業 16.6 40. 8 56. 1 43.8 37.8 34.3 8. 9 41. 0 52. 8 31. 4 40.4 15.1 

兼 77.0 57. 0 41. 4 53. 1 56. 7 62.3 57.8 53.2 41. 7 55.3 44.4 77.0 
一兼 6.4 2. 2 2.5 3. 1 5. 5 3.4 33.3 5.9 5.6 13.3 15.2 7.9 

[地 域 日 言語 nrr 振

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 53 56 

専業 8.5 11. 8 21. 8 19.5 25.4 25.2 。向7 315 36.3 51. 8 49.0 40.5 

兼 77.7 82. 5 65.6 70. 2 60. 0 68.6 66.2 59. 1 54. 5 43.6 46‘3 54. 1 

二兼 13.8 5. 7 12.6 10.2 14.6 6.4 26. 7 9.3 9.2 4. 5 4.8 5.4 

t也 域 渡

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 53 56 

専業 3.0 5.3 11. 7 13.2 22.9 29.2 3.6 11. 3 12.4 20. 5 31. 9 24.5 

兼 35. 1 55.0 67.8 41. 2 36. 7 41.2 82.2 67.5 56.4 51. 5 46. 7 52.2 
一兼 61. 9 39.8 20.6 45.5 40.4 29.4 14.2 21. 2 31. 2 27.9 21. 4 23.3 

地 域 石 狩 後 ，ゴbゴ、

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 29 38 43 48 53 56 

等業 2.9 8.5 8.9 13. 7 28.5 25.5 5.6 19. 1 28.5 25.5 30. 9 46.0 

兼 84.5 58.6 31. 6 41. 4 41. 7 47.0 55.6 56.6 46. 7 47.6 45.6 30.2 
一兼 12. 7 32.9 59.4 44.5 29.8 27.5 38.6 24.4 24.8 26.9 23.5 23.9 

地 域 桧 山

年次(昭和) 29 38 43 48 53 56 

毒事 業 O. 6 7. 9 20.0 17.7 24.4 37.3 

一兼 46. 6 64. 1 49.4 44.6 43.5 41. 0 

二兼 52. 7 28.0 30. 6 37. 7 32. 1 21.7 

資料.各年次漁業センサス，動態統計

下層漁家も I兼労震部分iと支えられで漁家投資を行し、えたと言えよう。

北海道の場合， 業が増加しているとはし、えA地域では依然として I兼労働市場が重要な媒

介を果たしており，さらにそれが，他地域ではすでに小さな比重しかもたない漁業被傭であると
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表17 地帯別代表約兼業種類
% 

漁業が主 漁業か従 漁業が主 漁業が従

地 王手(昭 農
漁業被
漁業外被麗 農 話事、や 漁紛ト

地
度年弱和) 
農 漁や 漁業外 農 漁やと 漁業外

帯 度想
と

帯
と

わ わ わ
業 雇 常雇臨時 業 業れ 常藤臨時 業 業れ 常雇臨時 業 業れ 常雇臨時

全道
48 31，7 31.4 21.7 52.7 27.9 46.2 20.3 70.1 

股振
48 2.0 17.3 57.8 14.3 5.9 31.4 72.5 19.6 

53 24，1 36.2 24.9 40.6 22.5 38.7 24.6 65.2 53 3.4 22.7 40.2 6.7 6.1 53.1 42.9 6.1 

耳'谷三コてF 48 37.3 14.0 15.0 79.5 36.5 14.2 27.0 76.2 
渡島
48 44.3 32.8 21.6 54，8 22.6 58.0 16.9 77.7 

53 28.8 26.8 15.4 60.6 33.6 26.2 23.8 74.3 53 34.7 31.2 26.8 45.3 17.6 39.8 24.2 72.9 

織走
48 7.8 62.0 '22.0 ， 12.5 5.1 86.9 18.2 11.1 

留萌
48 34.1 19.0 16.5 57.4 35.1 13.6 25.7 77.0 

53 7.0 80.9120.0 4.9 2.0 94.7 8.6 11.8 53 21.0 17.6 20.4 53.1 22.2 10.0 20.4 75.7 

家根
48 2.9 69.7 22.0 29.1 1.4 84.5 21.9 25.2 

石狩
48 57.1 7.5 20.3 58.6 79.8 4.9 16.7 84.0 

53 1.9 60.1 27.5 23.2 85.2 15.6 22.1 53 38.9 4.0 25.4 42.1 38.9 16.7 28.9 76.7 

t路811 48 3.0 45.9 23.5 43.6 9.5 42.9 27.0 17.5 忠後
48 33.9 13.0 26.2 53.3 39.8 15.9 24.1 72.3 

53 2.5 55.4 23.4 37.6 1.7 62.4 32.5 16.2 53 37.1 15.7 30.3 39.6 31.6 25.1 24.0 62.3 

勝十
48 10.9 12.3 20.2 18.0 79.5 22.7 34.1 

絵山
48 50.2 22.9 17.4 56.3 39.2 63.4 15.8 57.8 

53 71.2 26.5 12.1 95.6 15.6 13.3 53 43.9 24.6 25.2 47.2 30.9 52.2 29.4 51.8 

高日
48 32.5 42.6 20.7 47.9 14.6 49.2 30.8 34.6 

53 23.5 46.7 24.0 37，6 13.3 52.8 36.1 32.8 
叩… Lー

資料:漁業センサス

袋18 階層別従事者数及び内訳(全議) (人)

年(昭和度) 漁業使船用
漁船使用(トン数)

大定型震 小定型霞
ホタテ

無動力 -1 -3 -5 -10 -20 -30 
養殖

総 数 1. 27 1. 65 1. 55 2. 19 3.26 5.08 10.6 17.4 3.61 

38 家族 1，25 1. 64 1. 47 1. 84 1. 89 1. 71 1. 56 0.87 1. 52 

雇用者 0.02 0.01 0.08 0.35 1. 37 3.37 9.04 16.5 2.09 

総 数 1.14 1. 37 1.71 1. 90 2.98 4.46 7.82 10.2 13.9 3.20 

43 家族 1.13 1. 28 1. 60 1.64 1. 83 1. 81 1. 56 1. 31 1. 65 1. 62 

雇用者 0.01 0.09 0.11 0.26 1.15 2.65 6.26 8.89 12.3 1. 58 

総 数 1.17 1. 29 1. 64 1. 68 2.44 3.93 6.03 7.45 13.8 2.80 2.42 

48 家族 1.17 1. 25 1. 52 1. 55 1. 75 1. 85 1.71 1. 43 2.8 1. 83 1. 92 

議用者 0.44 O. 12 O. 13 0.69 2.08 4.32 6.02 11. 0 0.97 0.5 

総 数 1. 19 1. 20 1. 56 1. 62 2.21 3.66 5.40 6. 77 7.97 3.00 2. 14 

53 家族 1.19 1. 20 1. 49 1. 49 1. 53 1. 71 1. 61 1. 39 1. 71 1. 82 1. 92 

震用者 O 0.07 O. 13 0.68 1. 95 3. 79 5.38 66.26 1.18 0.2 

総 数 1. 07 1.11 1. 66 1. 58 2.08 3.26 5.57 6.48 11. 3 2.49 2.10 

56 家族 1. 07 1.11 1. 53 1. 45 1. 61 1. 81 1. 62 1. 41 3.0 1. 75 1. 98 

雇用者 O O. 13 O. 13 0.47 1. 45 3.95 5.07 8.3 O. 74 0.1 

資料:各年次漁業センサス，動態統計

いう意味で，ただちに都府県の専業地帯と同じとみなすわけにはし、かない。しかし，漁業構造会

体での差異は存しでも，小論の当面の鵠心で、ある沿岸漁業iと限れば， A， B地域ともにその再編

メカニズムは普遍性委もつようにj器、われる。そ ζで次Ic，専業増の宝、閣と程、われる 5-10 t J蓄の
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戸で
無動力

-1 

-3 
-5 

-10 

-20 

小定

大定

ホタテ

表19 一経営体あたりの従事者増減塁手(%)

38-43 43-48 48-53 53-56 

• 17.0 A 5.8 A 7. 0 A 7. 5 
10.3 • 4.1 品 4.9 6.4 

• 13.2 • 11. 6 A 3.6 a 2.5 
A 8.6 • 18.1 A 9.4 a 5.9 
• 12.2 • 11. 9 • 6.9 • 10. 9 
車 26.2 • 22.9 • 10.4 3.1 
• 11. 4 • 12.5 7.1 • 17守O
品 20.1 車 O. 7 • 42.2 41. 8 

車 11. 6 A 1.9 

計

• 32目7
7.1 

• 27.9 
品 36.2

• 35.8 
• 47.5 
• 31. 0 
• 35. 1 
• 13.2 

形成論理を中心1<:，再編メカニ

ズムの地域性を検討しよう。ま

ず表181とよれば，漁船漁業にお

ける家族就業者ピークは，昭和

43年までは 3-5 t麗であった

のが48年以後， 5-10t)欝へと

上昇している。さらに昭和56年

には， 5 -10 t層でも家族就業

者が雇用者を上回るに至ってい

る。つまりこれをみる限りでも，

家族労働力の完全燃焼をはかり

注)血は減少を意味する(前表より) うる(あるいはそれに近い水準

を達成しうる)漁家は，すでに昭和48年以後5-10 t層へ移行していたのであり，そうした側面

からみる限り， 3 -5 t層は，小生産的生産力 f所得追求型生産力j として不安定化していたと

いえるのではないであろうか。それはζの問の就業者減少の性絡にも反映されていると思われる。表19は

表18の就業者の減少率を算出したものであるが，昭和38~56年の約20年間で， 3 ~ 5 t， 5 ~1O tの

減少率は接近しているが，その時期と内容は異なっている。まず，沿岸漁業において最大減少率

を示す階層は，いずれも分解基軸(経営主体減少階盾)よりも 1ランク上の階層となっている o

そしてそれよりも 1ランク上の階腐(つまり最大淑少率よりも 2ランク上の階層jは，その次の

階層とのあいだで減少E容を低くとどめえている。昭和信-53年をとると， 3 -5 t層は躍用者を

40.9 %へらすとともに， 家族も 16.4%減少さrせているが， 5 -10 t層は，雇用者を 26.4%

へらしたものの，家族は， 5.5%しか減らしていない。つまり，分解基軸上層は，雇用の排除は

勿論，家族労働力をも流出させる ζとによって人あたり所得の向上をはかつてきたが，それ

より 1ランク上の階層では，むしろ，彼らより上の層(昭和48年-53年で言えば'10t 以上層Jと

共通する、雇用のみ排除、という形での省力化が進んできた。仮IC，3-5 t， 5-10t扇iと共

表20 昭和56年地域別階層別就業者内訳 (人)

洲町1) 
総走 (s1 ) 根室 (a;) 釧路 (a;) 十勝 (a;) 日高 (a;)

家族麗用者 家族麗浴者 家族麗照者 家族雇用者 家族雇用者 家族雇用者

3 -5 t 1. 63 0.24 1.72 O. 23 1. 78 0.86 1. 62 1. 67 1. 97 0.96 1. 82 0.90 

-10 2.28 0.82 1. 76 1. 54 1. 67 2.23 1. 60 2.91 2.27 2.16 1. 74 2.40 
-20 2.52 1. 98 1. 90 2.17 O. 96 6. 16 1. 06 6.11 1. 28 6. 16 1. 98 5.38 
-30 2.67 2.00 O. 50 8. 75 0.85 6.67 O. 94 11. 2 1. 57 6.43 

~ 
限振 (s1 ) 渡島 (f31) 留蔚 (f32 ) 石狩 (s2) 後志 (β2) 絵山 (β2) 

家 ι族援用者 家族麗局者 家族雇用者 家族雇用者 家族雇用者 家族雇用者

3-5t 1. 75 O. 16 1. 80 0.26 1. 31 O. 10 1. 31 0.07 1. 39 O. 19 1. 32 0.36 
-10 1. 57 0.99 1. 95 1. 06 1. 63 0.20 1.13 0.67 1. 47 O. 75 1.57 1. 25 
-20 1. 74 2.89 1. 96 2.53 1. 93 3. 93 1. 00 3.30 1. 42 2. 78 
-30 1. 75 3.50 2.06 2.22 2.00 4.33 1. 00 1. 00 I 1. 15 4.33 1. 45 3.60 

資料:北海道農林水産統計年報より
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適する機械化による省力効巣であるとしても，その効果が家族労働力の減少を招くものとそうで

ないものとの間の生産力の展開方舟は相当異なろう o 分解基軸麗よりも 1ランク上の階層の存立

基盤が，乙うした家族労働力流出を条件とする 1人あたり漁家所得の向上lとあったとすれば，決

して，生産力的に安定した層とは言えず，そうした安定化は，さらに lランク上の階層iと求めね

ばならない。

乙の間，急速に進んだ資本投下が何がしかの省力機械化投資を含みつつ進行していることは事

実としても，その持つ意味(=投資の経済的論理jは， 3 -5 t 層と 5-lOt層では巽なったも

のであったと言し、かえても良いであろう。そうであるとすれば，問題は昭和田年-56年にかけて，

5-lOt 層が減少率においてトップとなった乙との意味である。その点を表20によって地域別に

みれば明白な特徴のある乙とに気付く。先にあげたA地域のうち，網走を除く各地域(以下a地

域)は，家族が緩用者を上回るのが，おおよそ 3-5 t層までであるのIC:対し，その他の地域で

は5-10 t I替から一部地域では10-20t I醤にまで達しているo 乙のような地域的差違IC:伴い，就

業者減少の内実も相当異なってあらわれてくる。

d地域では，昭和53-56年にかけて雇用を排除しつつ，家族労働力の微増がみられる。 ζの傾

向は，胆振，渡島にも共通するが，昭和48年-56年という期韻でみれば，後者は家族就業者をd

地域以上に減少させている。乙れに対し，留萌，{]狩，後志，桧山では，麗用者とともに家族も

減少させている。宗谷と網走はやや特殊で，宗谷では，躍用者の家族労働力へのおきかえが進展

し，網走では麗用が増加傾向に入ってきている。

却ち， 5 -10 t層が最大減少階層となった明和53-56年にかけても，雇用のみ排除という以前

のパターンを継続したd 型地域とその傾向が微弱であるか，逆に家族労働力も排除し， 5 -10 t 

層における生産力の不安定化を示すF型地域とを区分する乙とが可能であるc換言すれば a型で

は今日でも 3-5 t層と 5-lOt，10-20t層とのあいだに生産力の質的格差を見い出すζとは

難しい。

但し，乙れらの地域では一方的IC:生産力の萎縮が進んでいるわけではなく，地方では家族労働

力を主体とした小生産的上向化も確認しうる点に注意せねばならない。

先述のように，留萌以下桧山までの8本海地帯では生産主体の量的劣化が他地域以上に進み，

3 -5 t層でも家族従事者は1.5人を下田り， 5 -10 t 層でも他地域より少くなくなっている。

乙れらの地域においては， 10-20 t層への上向は質的飛躍を伴うものとみるべきであるが，それ

以外の地域では，家族労働力は微増を保つ。つまりF地域の中での小生産的押し上げが可能な胆

表21 5 -10 t腐の階j箇別給源(実数)

よ手?-3 t 3-5 10-20 20-30 30- 計

実 S39-42 385 398 198 19 997 

45-47 274 576 156 10 6 1，022 

49-52 373 610 242 17 14 1. 256 
数 54-56 218 713 213 13 3 1. 160 

39-42 96.3 99.5 49.5 4.8 249 

年あ 45-47 91. 3 192. 0 52.0 3.3 2.0 341 

た 49-52 93.3 152.5 60. 5 4. 3 3.5 314 
り 54-56 72. 7 237. 7 71.0 4.3 1.0 387 

資料:北海道農林水産統計
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表22 その他養殖，ホタテ養殖の階層別供給数

よf?無動力 -3 -5 -10 四-20 小定 / カ キ その他

そ
S39-42 49 38 3 2 1 I 1 2 18 の

他養殖
45-47 6 353 119 32 13 5 21 55 60 2 

49-52 2 618 479 142 117 49 88 9 41 10 

ホタテ 54-56 38 60 87 44 25 43 l 8 44 

資料:北海道農林水産統計年報

振，渡島，宗谷，網走 (fit)と，もはや5-lOt層でもそれぞれが困難な留萌，石狩，後忠，絵

山 (sz)1とわける乙とができ，後者では解体的帰国における両極分解が進行している(下}震に析

出されるのは貧農，王手フ。ロ的性格を強くもった漁家であるJといえよう。 ζれらの地域では，中

小資本制漁業として展開する10t以上層も¢地域iと比べると不安定にならざるをえず，表13をみ

ても，後志、を除けばせいぜい 100tが沖合漁業の限度である乙とがそれを示している。

次IC::，各層の階層移動と経営状況を簡単に分析し，以上の理解を整理しよう o まず階層移動で

あるが，昭和田年以後は3-5t， 5-lOtの両層で上向化が激しくなっているが， 5 -10 t層

では表211とあるように昭和49-52年にかけて3-5t層からの供給が落ち込んでいる。 ζの点IC::関

して，表22の「その他養殖J，ホタテ養殖の給源をみてみよう。ホタテ養殖は昭和52年以前は.rその

他養殖JI[一括されているが，その半数以上はホタテ養殖であるとみて良い。乙れによると，昭

和47年以前は， 1 t未満層やノ 1)，カキの旧養殖業からの転業が主流であったが，昭和49-52年

にかけては，実K10-20 t層までが「その他養殖jになだれ込む。つまり，ホタテ養殖を中心と

する「その他養殖業jの収益性が3t以上層のそれを上田る水準に透したのが， ζの時期である

とみて良い f表23)0 ホタテ養薙の場合，平均的な(漁家経済調査の対象を下回る)漁家では，

ほとんどが家族労働力で占められており，また麗で分析するように，ホタテ養殖における企業的

展調の可能性は，極めて少なかった ζとからすると，ホタテ養殖への転換札小生産者範鳴のも

のであったとみたほうが良いであろう。また，表12において， 5 t未満からの移動が大半を占め

るζとをみれば，両極分解として総括される際の中間層の減少も，実は，ホタテ養殖への漁種転

換によるものがかなりある乙と，つまり，ホタテ養殖は，もとから中鴎腐の漁種として形成され

たという側面も指撫できる。 ζの乙とは逆IC::， 5 -10 t層への上向化と，ホタテ養殖への転換を

天秤にかけるような層の上向化も結局は，小生産としての押しあげと考えたほうが良いという乙

とになろう。事実， 乙の問の各層の経営状況をみると，上向化は決して資本生産性の向上をも

たらすものではなしむしろ，悪化=過剰投資傾向を謀謂としつつ行なわれている。表23による

と昭和43-48年でも，すでに， 1 t未満層の資本生産性は 1-3 t層を上回り， 3 -5 t層は，

その 1-3 t層をも下司る。ただし，労働生産性(1人あたり漁業収入)については， 43年の l

-3t層優位を48年に3-5 t層が逆転している。昭和48年-53年:1となると 3-5 t層も停滞傾

向I[入るが，資本生産性は，依然として上層ほど落ち込むという関係はかわらない。一方，労働

生産性のほうは，その伸び率において， 3 t未満麗と 3t以上層で明白な格差を形成し，また，

漁家所得においても，昭和53年iとは， 3 -5 t腐は， 1-3 t層との格差を決定的にする一方で，

5 -10 t層と急速lと接近してくる。 ζうした中で， 3 -5 t層が分解基軸層となる昭和53年-56

年にかけて， 3 -5 t層の労働生産性も停滞しはじめ， 5 -10 t層も微増にとどまるというように

κ，従来沿岸漁業といわれたlOt未満層において初めて労働生産性が停滞するという局面に入る。
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表23 生産性諸指標

階産量 年(昭和度) 収漁入i業a) 漁支 業出 所漁儲業b) 投重苦痢下c) 受賞理 労時間働的

39 

43 723 257 466 663 353 1. 739 

1 t未満 48 2，209 559 1. 650 1. 295 498 1，983 

53 2，875 915 1，961 2，257 435 1，651 

56 3，110 1.108 2，002 2，586 415 1. 607 

39 843 402 441 1. 023 635 3，498 

43 1. 339 586 753 1. 502 576 3，262 

1 - 3 t 48 3，206 1. 147 2，059 3，075 681 3，632 

53 5，104 2，441 2守663 6， 189 763 3，678 

56 5，817 3，042 2. 776 6，484 665 3，327 

39 1. 696 1. 161 536 1. 673 1. 031 6，533 

43 2，391 1，415 977 2，913 1. 077 6. ]99 

3 - 5 t 48 4.957 2.456 2， 501 5，674 856 5，035 

53 10，402 6，088 4，315 ]3，934 873 4，947 

56 7，694 4，692 3，002 10，698 650 3， 786 

39 2， 993 2，235 759 3，031 1，434 8，710 

43 4.983 3，918 1， 065 5，559 1. 208 8，582 

5 - 10 t 48 15，077 8，831 6，246 13，654 1，174 8.，605 

53 19，643 14，554 5.089 25，680 1， 123 7， 707 

56 17，298 12.775 4.524 25，351 979 5，610 

39 

43 9， 120 8，527 593 8，206 1. 982 

10 -20 t 48 16，973 10，576 6，397 15，457 1. 446 

53 29，337 30，423 車1.086 33，926 1. 667 

56 31，555 34.850 • 3， 295 51，327 1. 301 

48 8，358 2，652 5，706 5，616 852 5，081 

ホタテ養殖 53 7，303 4，455 2，847 14，509 732 4.257 

56 9，578 4.826 4， 752 13， 124 728 3，472 

注) 1. S 39年は， 3 t未満で一緒
2. ホタテ養摘は割問統計
3. f = 1人あたり収入 g= 1持隠あたり収入 h出資本生産性

資料:北海道農林水産統計

(千円，人，時間)

f= a/d g=a/e h出b/c

2.05 0.42 O. 70 

4，44 1.11 1. 27 

6.61 1.74 0.87 

7. 50 1. 94 O. 77 

1. 33 0.24 0.43 

2. 32 0.41 O. 50 

4. 71 。。鴎 O. 67 

6.69 1. 39 0.43 

8.75 1. 75 0.43 

1. 65 0.26 0.32 

2.22 0.39 0.43 

5.80 0.98 0.44 

11. 9 2. 10 0.3] 

11. 8 2.03 0.28 

2.09 0.34 0.25 

4. 13 0.58 O. 19 

12.8 1. 75 0.46 

17.5 2.55 0.20 

]7.7 3.08 O. 18 

4.60 0.07 

11. 7 0.41 

17.6 • 0.03 
24.3 • O. 06 

9.81 1. 64 1. 02 

9.98 1.72 O. 12 

13.2 2. 76 0.36 

一方で昭和53年までは 5-10 t層とほぼ同じ労働生産性を示していた10-30t層が，乙の時期iζ

5 -10 t J習との格差を歴然とさせてくる。 10-30t 題の資本生産性はついにマイナスになったに

もかかわらず. 5 -10 tからの上舟化が続く理由は，乙れしか見い出せない。つまり乙の棋の階

層移動は決して投下資本額に対する収益性が行動基準となっていたのではなく人あたり漁業

収入の絶対量，ないしは漁家所得の絶対量の確保が基準となっていたとしか患われないのである。

ζの乙とは，現在の沿岸漁業生産力の再編成は嵩農的漁家範礁の形成を極めて国難とする中で，

中農的漁家層の上限が一般に沿岸上限といわれる 5-lOt層にまで達してしまうという局面にお

いて進行している乙とを示しているといえよう。

そして先に検討した地誠性が一つには沖合の中小資本制漁業の雇用構造とかなりの相関そもっ
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ていたように，乙の再編成は中小資本制漁業の再編成ともおそらく密接にかかわっていよう。そ

の意味で北海道では今日の中小資本製漁業の経営危機と沿岸漁業の経営危機とを統一的，構造的

に把握する乙との重要性があらためで関われている

さらに，先の就業動向による地場性，つまりa• 根室，翁11路，十勝. B高). Ih (宗谷，網走

鵠振，渡島).fh (留萌，石狩，後志，桧山)が仮lC:al-βl-fi2の)1頃で生産力段階をあらわすとすれ

ば a地域では，まだ「企業的j漁家層=近代化投資の継続を見い出す可能性がないとはいえず，

また，全国レベルで‘みた場合に北海道が「近代化j型の特色をもつのも，乙の地域の特牲に負う

ていると患われるが，反対IC:fJ 2地域は沿岸漁業そのものの解体局面にむかいつつある。白

地域の動向はむしろ，東北，百本海地帯の動向が一層，進行したものとみる乙ともできょう。

fJl地域の場合は全道統計IC:最も近い実態をあらわすが， ζの地域がd 型の展開をとる可能性

は先の経営状祝の検討からも極めて難しく，今後の諸市場動向次第で、は内地域IC:接近する可能

性がないとはいえない。いわば，小生産的自立化=r:t農化それ自体を目標として行動せざるをえ

ない段階(諸市場，生産力の両段階)にあるのがζの地域であり，ホタテ増養殖の展開がζれら

の地域を中心IC:見られるのは，決して偶然で、はない。そして， ζのような小生産的自立の方向性

は a地域においても顕著化しているように思われる。というのは，近年の雇用排除傾向が示す

ように a地域でも 5-lOt層は勿論の乙と，それ以上の爆においても雇用吸収力は安定してい

るとは言い難い。つまり，その不安定性に比例して 1兼漁家群の小生産自立イヒが{足されるわけ

で，そ乙でもホタテ養殖を中心とした中農的な漁業生産力の形成が試みられる ζとになろう。

(3)小指

以上のように昭和48年以後の漁家の階層動向は，地域性を極めて強く滞びている。全国的には，

四つの類型化が可能であり，北海道でも3つの類型が見い出された。各々の類型を分かつ要因は，

基本的には水産量物市場，労働市場，漁場豊度といえるが，いずれのタイプにおいても，各要困は

漁家小生産を変質崩壊させるまでには作用しなかったと思われる。例えば.r近代化J型投資が
続いた北海道d 嬰でも，上層の資本生産性低下，麗用排除iとみられるように，従来の経営論理の再

編を迫られているい兼業依存型の投資が続いた東北・日本海側でも，漁業外就労IC:漁家労働力

が吸収されるというよりは，経営体数を増加させてさえいる。

たしかに北海道ん地域のように解体的局面に入り，過剰人口的滞留の色を濃くしている地域も

存在するが，もう一方では.fJl地域のように小生産的自立化の動きが顕著な地域があらわれてい

るζとも段目する必要がある。部ち，未だ伏流的な存在ではあれ，資本主義による再編圧力の罰隙

をぬって小生産的なあるいは，その意味で漁民的な再編成の動きが存荘する。漁場の外延的拡大

から内包的拡大への投資転換を含む乙の傾向は，必然的iと漁家の蓄積条件として，漁場用益権の

分種目問題を核心的な問題としてクローズアップする。近年，北海道向型地域号をはじめ，太平洋北

海区や瀬戸内海毘で漁場利用問題が重要な経営問題となっているのも， ζのような小生産自立化

傾向の反映とみてよかろう。

もとより，漁場利用問題の解決次第で，漁民層分解の進展が決定されるというわけではない。

しかし，水産物や労働力の市場条件のみで，各地域の漁家の分解が決定されるわけでもないので

あり，特に養殖業の展開による小生産的自立の場合では，地代部分の分配隈係が漁家の蓄積条件

に大きく影響してくる C それゆえ，現設階の漁民扇分解を議論する場合，漁場利用問題は不可欠

の論点といってよい(さらには，漁場の管理主体である漁協の経営論理口地域的な投資動向をも
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関わねばならない)。また，乙の ζ とは小生産自立化の過程が，例えば，養殖業の展開も，分解

傾向をはらみつつ進行している ζとが指摘されるように，決して分解阻止的な傾向をもものでは

ない乙とも意味しているc そζで次章ではホタテ養殖を事例に，漁場利用を媒介にした漁家の蓄

積行動の階層性を検討する ζとにする。

盟 議家「資本j蓄積の進購と漁民属の分化

(1 )対象地及び諸階層の概要

対象地は，北海道向型の中で=も特iと小生産自立化の傾向が顕著なサロマ地域(常呂，佐呂間，

湧別，以下T，S， Yと略)を選んだ。乙の地域の三単協は，いずれも湖内でホタテ養殖を営み，

外海=オホーツク海でホタテの泊まき増殖を実施しているほか，サケ定置網も各々数ケ統所有し

ている。ホタテ養殖はSで昭和40年iζ開始され， 45年には三単協に広まり，増殖は昭和50年代に

入り，漁場を4つに底分する ζとによる採取一放流の輪番制 Cf四輪採J)が実施される ζとによ

り，生産力は飛躍的に高まった。しかし，各地域の生産力腿障の構造は，それぞれ異なり，さし

あたり次のようむ分鎖が可能である。

(1)個別型 f常呂)

雇用導入による富農的上向展開が樹難となるなかで，従来からの「資本自立fむをめざす上向

経営を前提とした漁協と，小生産「自立j化をめざす個別漁家とのあいだに積極的な連係を保ち

えなかった，或いは両者が対立関係にあった場合，階層移動の2系統が分化し，上層漁家におけ

る漁場用益様の集中がみられる。

(2) 協同型 f佐呂間)

当初から富農的上向化が困難で，輩農的水準から，中農的水準への上向・自立化が地域的な課

題となった場合。 ζζでは，漁協自体が，個別漁家生産力の集団的補完組織として機能し，各漁

家は一気に I階層まで上向化した。

(3) 漁協主導型(湧別)

(1出向じく，上向展開が国難となるが，それが，個別経営の解体化を招き，地域漁業の崩壊に

まで韮るなかで，漁協が強力な主導牲を発揮して地域漁業の再建にあたる場合。地域全体として，

他人資本i乙依存して，生産力発展をはかるだけの蓄積がなかったζとが， (2)のような上向化を困

難とし，むしろ，各階層なりの自立化を可能とする条件整備に漁協機能は集中した。 ζζでは，

常昂と異なり，中農上層的漁家と下層的漁家の並存がみられる。

乙れらの展開の相違が，実は漁場利用体系，さらには商品化構造の差をもたらすのであるが，

ζの点、は小論の主題ではないので，ただちに養殖業の展開花伴う漁家の階層移動の検討に移ろう。

階層産分の指標は水揚金額とした。それは，階層区分の自的が「資本j蓄積能力の差を明らか

にするととにあるとすれば，第 111::，従来の漁船屯数による底分は，必ずしも，それを正しく反

映するとは言えないというととがある。というのは， (イ)対象漁穫が異なる乙とによる生産性の

比較が不可能であるとと， (ロ)IIでもみたように，上層ほど資本生産性が低下し，なおかっ回転

率も低くなるという状況が一般的κ存在する乙と， (ハ)あるいは，沿岸漁船漁業の場合，技能差
を無視するととができず，屯数階層の側からの技能的力量との相関は，必ずしも高くないζと(逆

はありうる)，の3つの理由があるからである O 第21ζ，ホタテ養殖の場合，生産の結果は，間

窓財たる漁船より，むしろ，流動財であると ζろの養殖枚数のちがいに規定される。したがって，

ホタテ専業漁家における階層差を問題iとする場合は，適当な指標だが，同時iと他の漁業も営む場
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表24 階!醤区分の慕本指標

昭和 53年度 昭和 48年度

階 水〈 合屯
族家労鰐a 平均所得

階
水湯坦芳
合計屯数 家族労働力 養枚

層 揚万8 百十数 S Yt yb }醤 S T S T 磁数

I 1， 000-8- 3 (2-) 682 244 700 - 3- 2.2 
(万枚)
20-

II I 1 800-6- 2.5-(-2) 208 ! 41 40 
II 400 - 2.5- 3- 2.2 2.6 12-

2 500-3.5-2.5-(-1) 114 32 15 

直 300--3.5 2 (ー) 廻 200--2 2- 2.3 5-

IV -300 船外機 2 (ー) W -200 船外機 -2 -5 -2 

注)S :佐呂間 T:常呂 Yt:湧別t地区 yb :湧別b地区 以下の図表も問機
水揚は外海ホタテ配当金を除く額。

合， ζれのみを指標とするわけにはいかない。 ζの2点の理由から小論では水揚金額を階!習指

標とするが，問時iと， ζれは，漁業種類別のコストのちがいや，錨格変動によって，必ずしも，

漁家の「資本J蓄積能力を正しく反映するものではない乙とにも留意しておく必要がある。した

がって，以下では，適宜，屯数などの他の指標も併用し，また必要な場合，デフレートを行なう

ことにした。なお，71<揚金額という場合，惜別漁家の階層を問題とする場合は，外海ホタテの配

当を除く個人水揚部分のみであり，漁家の経済状、況を検討する際は，断ったうえで，配当金も繰

り入れてある。

階層区分は表24のようにお乙なった。基準年次を昭和48年と53年にとったのは，昭和48，49年

に漁家投資の明確なピーク舛躍すること，及び昭和54年以後は養殖枚数規制が実施されるが，それ

が53年度実績に基づいて行なわれたため， 54年以後の投資力格農は， 53年度における蓄積基盤の

階層差と照応するとみなしたという 2つの理由からである(出，資料の入手が困難であったため，

昭和48年震は， T， Sのみで，昭和53年度の所得も Sは営漁計甑警からの推定値である。 Yの

場合は，組勘残高検証表によっているため，実擦の剰余は，乙れよりも多くなる)。

階層規定について，結論のみ述べておく。昭和53年度については階層を，基本的iとは家族

労働力iζ依存しつつも，その限界を超える経営規模を窟用労働力を導入しつつ実現した層である

として， rt農上層的漁家!議と規定した。豆一1階層は，生産力構造について以 I階層へ接近しつつ

も(例えばチカ船曳網等の漁船漁業の着業)，まだ安定的な経営基盤を確立しえない層(中農的漁

家中層)とする。 II-2階層は， ζの時点ではll-I I欝とは生産力構造を異にし，むしろ彊措層に近

い。したがって，ホタテ+カキ，エビなどの営漁類型をとる群の中では，相対的に安定化した層

であるが，乙のような経営構造での上向化は器難で，賠層的性格は彊階層lζ接近するとみたほう

がよい(中農下層的漁家層)。墜階層は，漁家所得を確保する乙と自体が困難な!曹として， r貧
農的漁家層とみなし，羽階層は，漁家所得を確保する可能性がなし

層とした。

即ち， r半プロ的J漁家

昭和48年度の区分も同様の意味をもつが， II階層は，まだ未分化な状態である。乙の時期は，

3地域ともICホタテ養殖の比重が高く，養殖枚数の差が，階層差をもたらしていたと考えてよい

が，実際IC1階!欝まで到達したのは，先発経営のS及び.Tの一部のみで Tの大部分と Yでは

総じて漁民層は未分化だ、ったといってよかろう。
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(2) ホタテ養猶の展開と階層移動

以上の区分にしたがって， ζの10年間四階層移動の状洗をみたのが、表25から却にかけてであ

る。以下)1慣にみてい乙う。

1)昭和48-羽生手

ζの時期はYのデータが入手できなかったので sとTの比較とならざるをえない。まず， T
についてであるが(表25)，乙の期にーランク以上，上向化したものが90経営体 (51%)ある乙と

に示されるように，極めて活発な上向化運動が燦閲されている乙とがわかる。そして，その主

流は， 45から 101へと急増したE階層への集中化傾向であったといえよう。昭和49年では， 25.7 

%であったE階層が，昭和53年では実に， 57.7%に達している。その主要な給源は麗階層だが，

W階層からも，かなりの数が供給されている乙とがわかる。

ただし， 11階層の中でも， 11-2階層への集中が主である点には注意せねばならない。到階層か

表25 昭和49-53年鰭麗移動(T) ら上向化した者のうちの759ぢ，同じくIV潜愚からでは76，

X W 孤
I 

豆 4 

E 4 22 

IV 17 12 

5十 21 38 

B 

2 

2 

20 13 

40 10 

13 3 

73 28 

I 

3 

8 

3 

計

5 

45 

79 

46 

96が11-2階層への上向化にとどまっている。 ζのζとは』

昭和49年度各階層数を分母とじた場合の上向率が，麗踏

!醤で67%，IV階層で639ちとなるのに対し， 11階層は18%

にとどまる ζとと関連している。つまり，乙の時期には

登-2階層までの上向化は可能でも，さらに11-1から I階

層をめざ、すとなると，何らかの国難が伴なった乙とを意

味している(後に検討)。さらに， ζの対極iとは，班→

m， IV， IV→IVへと上向化の契機をつかみえなかった43
1表26 昭和49-53年営漁類型別階層移動 の経営体が存夜している。

Jアホ 複 漁 複 ホ 漁. . . . . . 百十
ホ ホ ホ 複 複 複

E→1 1 2 2 2 8 

H →II1 4 4 3 2 13 

m→I 3 3 

E→III 8 1 10 

IV→I 1 

IV→2 3 3 

20 7 6 3 
言十 38 

28 10 

W→IV 8 3 2 2 17 

直→彊 7 88 4 2 22 

到→IV 2 2 4 

17 13 6 3 3 
言十 43 

31 12 

注) rホ・ホJとあるのは， 49年ホタテ専業-53年
ホタテ専業を示す。
「複Jとは， r漁Jとは漁船漁業専業型である。

資料:漁協資料より

表26は，乙の傾向を営漁類型別にみたもの

だが， ζ乙でいうホタテ専業とは，ホタテ養

殖(稚員飯先分含む)の水揚収入が，鶴人経

営漁業収入の7割以上を占めるものをいい，

複合とは，その比率が7割未満 3割以上の

ものをいう。ホタテ養殖以外の水揚金額が7

割以上を占める場合は，漁船漁業層とみなし

ている。さて， ζの表によると，上向化の主

要な契機は，勿論，ホタテ養殖の規模拡大で

あるが， 11 階層から11-1，1階層への移動で

は，相対的にではあれ，複合上向化の比率

の高いことがわかる f上向漁家全体に占める

比率は26%だが 11→ 1 ，耳ω1階層では389杉)0 

乙のことは逆に，羽， IV階層が上向化する際

には，ホタテ専業上向化の可能性しかないζ

とを意味し，停滞，下降!欝の動きにあるよう

に，乙の階層での複合化は，決して，上向化

契機を与えるものではないといえる(11-2階

層へは，面階層で10，IV階層で2が各々，複
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表27 昭和48-53年階層移動 (S)

X B 
IV 涯 I 

2 

1 5 38 

E 5 7 

班

IV l 2 

計

43 

2 

3 

合上向北を果たしている)。臨.N階層の上向イヒは，乙

のように，ホタテ専作化によるものが主流であったとす

るならば，先のH四 2階層への集中は，ホタテ養殖の規模

ξ彼らの編成しうる労働過程との関速によってもたらさ

れているとみてよいのではなかろうか。具体的には後で

ふれる家族労働力の量と質の鰐題であろうが，仮にそう

であるとすれば，同じくホタテ養殖に専業化しつつも滞

留を余儀なくされた層の存在理由も説明がつく。

一方の上層における複合化傾向の存在理由であるが，

Tの場合，複合化といっても，その中身は，エどやカニ，ウニといった規模の小さい漁業が主である

点に注意しなければならない。つまり，必ずしも生産力的な飛躍を要求される漁業ではないので

あり，複合化しうるだけの，特別の優位性を彼らが有していたとは考え難い。乙の点は，のちに

ふれるように，むしろ，漁場の分配臆係に基づくものではなし、かと思われる。

2 10 48 60 

Sの場合は，かなり異なった動きを示す(表27)0 昭和48年段階で，すでに I階層に 7割が集

中し.53年には 8割に達している。昭和48年の I階層の一部がII-1措届へ下降しているが，他の

層は，必ず上向化している。そして，乙の上向化は，ほとんどすべて，ホタテ専業で行なわれて

いるという特徴がある。 Tでは(そして，おそらく Yにおいても)豆、階層への集中化が主流を

占めていたのに比べると階層への集中北は驚異的と言ってもよいであろう。乙のととは，先

にあげた労働力面での問題が，何らかの形で克服されている ζとを示す。具体的には，当初の共

同経営が，まだ多く残されていた ζと，貝掃除等の作業が港内に設置した筏で行なわれるため，

援用労働力を大震に導入しやすい (yや.Tの一部は船上作業であるため，船の規模によって，

作業人数が規定されてくる)という点があったと思われる。

2 )昭和田~55年

ζの時期は，昭和54年に養殖枚数規制が実施され，ホタテ養殖枚数の規模拡大が困難になると

ともに，発苑察が徐々にではあれ高まってくる。一方. T. S においては，昭和54年から，外海

ホタテの大型配当(1人権あたり 500万円以上)が実施される (yは昭和51年から)。

まず.Tの場合，百階層内部でE四 1措層の比重が高まるのに連動して 1階層が2倍以上増加

した(表28)。乙の上向パターンを，先の類型別にみると(表29).複合上向化が 41.5 %を占め，

前期の26%から栴当ふえている。とはいえ，まだ過半数は，ホタテ専作の上向化であり，規制産

前の昭和53年lζ集中的な投資を行なったクツレープである。勿論.71<揚金額増加の背景には，乙の

表28 昭和53-55年階層移動 (T) 袋29 昭和53-55年階層移動511]営漁類型

lx E 
W 蹟 I 3十

2 ぷ!
ホ 複 複 ホ. . . 計
ホ ホ 複 複

I 3 14 18 I→ I 3 3 14 

5 4 6 16 31 II1→ I 7 2 3 4 16 
H 
2 2 33 26 11 72 IIz→ I 6 3 11 

班 3 26 7 36 21 3 9 8 

W 4 7 3 14 
dt 41 

24 17 

5十 4 17 67 42 41 171 資料:漁協資料より
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表30 昭和53-55年階層移動 (y)

lx E 
W 盟 I 

2 

I 3 

3 14 
H 
2 4 15 16 12 

滋 6 6 2 

W 2 2 2 

言十 2 12 24 21 29 

表32 紹和53-55年階層移動 (S)

LZT 
道

IV m 計
2 

I 3 46 50 

4 5 11 
E 
2 1 4 

彊

W 

計 2 8 7 却型|

表31 昭和53-55年階層移動別営漁類型yl

言十 議!
ホ 複 複 ホ. . . 言十
ホ ホ 複 複

3 I → I 3 3 

18 豆→ I 12 14 

47 1I2→I 7 2 2 12 

14 8 2 17 2 

6 
~t 29 

10 19 
」

88 資料:漁協資料より

揮のホタテ産地価格の急上昇(昭和53年228円から，

昭和55年346円へ1.5倍)という要菌も指檎できるが，

その場合も，昭和51年から53年まで続いた産地価格の

低下故に，規模拡大会志向し，その結果が，昭和55年

り価格上昇によって増幅されたというのが，実態であ

ろう。養殖業に見え始めた「蔭りJI乙対し，漁業種を

多様化して対処するのか，或いは，なおも，ホタテ養

殖の量的拡大によって，規制後も採算がとれる規模に

まで達しておくのかという選択が追られていたといっ

てよい。そして，その対応は，表28にあるように，階

層農が明瞭で，少なくとも，昭和53年ICII-1階属に達していなければ，複合化するだけの経営基

盤はなかったとみてよいであろう。つまり，昭和48-53年の動きに関して指摘した1I-2階題と

1I -1暗躍との不連続が，乙乙でも存続している。涯、以下層にしてみれば，全般的な上向期であ

った乙の期間でも，経営基盤の格差は解消できなかった乙とになるo

乙の点はYでも同様である。表30によれば，夏暗躍警から I階層への上向が本格化し，昭和53年に

は， 3経営体しかなかった I措麗漁家が， 55年には29経営体に達している(母数は集計可能な漁

家。前浜地区，及び共同経営部分をもっ漁家一三里浜地区lζ多いーは除外してある)0 1I -1 ，II-2 
階層ともに，乙れを類型別にみると(表30，約58%が複合上期化である。特に1I-1→ Iでは，
13 
立 (93%)が，複合経営体の上向化である。 ζの結果，招和55年度には 1階層の66%が複合経

営体によって占められるに至る (Tは415約 o Tで指撫した上向化の階層性を，表30で確認して

おζう。乙の期に I階層の主要な給源となったのは，勿論，豆一1であるが， TIC比べれば1I-2 
9 、日

階層の占める割合も高くなっている。しかし， II-2では'i2かホタァ専業による上向化であり，

1I -1の上向化とは明らかに性格を異にする o 1I-2 における複合化は，1I-1階層どまりであったと

いってよし、。また，階層区分のと ζろで述べたように，同じ複合経営といっても 1I-1階麗と

誼“2階層では，生産力構造を異にしている点lζ注意せねばならない。つまり，yでは，♂カキやヱ

どとの複合化によっては1I-1階層までしか達しえず，チカ(と隈定しでもよかろう)を営む場

合にのみ 1階層への上向化が可能で、あったといえる点であるo

Sの場合(表32)，部二者とは異なって，複合経営類型があらわれないまま， tまぼ，昭和53年

の現状が維持されるが，一部では，下降する漁家もあらわれ始めている。 ζの下降はTI乙も見ら
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れるが，主たる要菌は，昭和55年から始まった幾死現象によると恩われ，乙の年は，特iζT，

S地域lζ被害が発生した乙とが，乙のような結果を招いているのであろう。ともかく， ζこでは，

ホタテ専作型 I階層が，依然として主流である ζとを確認できる。

3)昭和55-57年

ζの時期は，養殖ホタテの大量廃死の発生期であり，ホタテ養殖漁家にとっては，養殖開始以

来，最も深刻な局面を迎えた乙とになる。そして，その影響は，当然ながら，ホタテ養殖への依

存度が高いほど大きくなるのであるが，表33から37は，乙の事実を如実l乙皮映している。

まず，表33のSの場合，過半数が並階層にまで落ちている。つまり，ホタテ養殖のみで漁家所

得を確保するのが陸難な層にまで転落したのであり，かつ，投資規模が昭和55年以前の麗階層と

は比べものにならないために，仮iζ乙の水準の経営が続くとすれば，破綻は明白である。

乙れと問じ動きは， TやYの中にも確認できる。全体の動向と，ホタテ専業ーホタテ草卒業層の

動向をみれば(表34から37)，ホタテ専業j曹の落ち ζみぶりは明瞭である。念のため，つけ加え

れば，階層移動がなかったもの，あるいは上向化したものの比率は，全体では， Tが39.8%，

Yが38.79ちであるのに対し，ホタテ専業層では， Tが27.89ぢ， yが9.5%となっている(ち

なみにSは8.89的。 ζの時期に，ホタテ専作化したものは，ほとんどいないため，乙れ以外の

経営体は基本的に複合経営体と考えてよい(但し， yの場合，ホタテ養殖を営まない26経営体も
28 

含まれている)。特に，昭和57年度の 1，蕊ー1階層についてみれば(表38，39)， Tでは 0'7
37 

15 'AA  A ~，' "阿(75.7%)， Yでは，一 (88.2 9ぢ)か複A経路体となっている。乙のように，昭和田-57年にか17 ・口

けての発死状況のなかで，階層移動は，倒別経営の生産力構造との相聞をより高くしつつ現象し

表34 昭和55-57年階層移動 (T) 表33 昭和55-57年階!醤移動 (S)

JZTJ 豆
IV 腹 I 言十

2 認! H 
W 盟 1 言十

2 

I 3 11 13 14 41 I 20 20 3 2 45 

11 25 7 44 6 3 9 
n E 
2 3 24 30 3 67 2 9 2 11 

E 3 11 2 16 廻 3 

W 2 3 IV 

計 16 50 68 23 14 言十 36 26 3 2 68 

表35 ホタテーホタテ (T)階層移動 袋36 昭和55-57年階層移動 (y)

!ii:711 
E 

IV 誼 I 言十
2 X 車

W m I 5十
2 l 

2 4 4 2 12 I 4 12 7 7 30 

1 l 6 13 20 l 3 8 11 l 23 
H n 
2 9 14 15 38 2 4 6 13 l 1 25 

m 3 5 8 政 2 9 l 12 

W 1 W 3 3 

言十 14 27 32 4 2 79 言十 9 30 37 9 8 93 
」 L叩や…mω…'-
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表37 ホタテーホタテ階層移動 (Y) 表38 昭和55-57年階層移動別営漁類型(T)

it: II 
言十W E I 

2 1 孟?ホ 複 複 ホ. . . . 言十ホ ホ 複 複

2 3 5 I→ I 2 1 10 14 

3 4 2 9 I→III 4 2 2 13 
E 
2 4 1 1 6 II1→III 3 4 7 

廼 l II2→III 6 3 3 3 

IV 15 3 
自十 37 

言十 7 8 5 21 9 28 

塁走39 昭和55-57年階層移動別営漁類型(y) 資料:漁協資料より

ぷア
ホ 複 複 漁. . . 言十
ホ ホ 複 漁

I → I 7 7 

表40 ホタテー複合 (T)階層移動

J! 
E 

IV E 言十
2 1 

I →II1 7 7 
I 5， 5 l 11 

III→III 1 1 
1 10 4 15 

II2→ I 1 1 II 
2 7 10 3 20 

II2→III l 1 
E 6 7 

15 2 17 
言十

W l I 

17 
し 計 15 26 12 54 

資料:漁協資料より

事長41 ホタテー複合 (S)係者層移動 表42 ホタテ…複合 (y)階扇移動

法!
H 

IV 彊 I 計
2 1 iJ: 

E 
W 関 I 言十

2 

I 13 5 2 2 22 I 2 4 7 

I 2 3 5 
JT 

2 3 4 2 

瑚 1 1 E 1 

W IV 

言十 17 6 2 2 27 言十 4 7 13 

ている。つまり，ホタテ養殖に基礎を醤いた全般的上向化の過程において形成された生産構造，

或いは経営構造の違いが，ホタテ養殖の危機局面において，明確に階層差の基擦となったといえ

る。無論，複合化すれば，現状を維持できるというものではない(表40，41， 42。但し，ホタテ

養殖の比率が抵下したため，数字の上で複合化として扱われる漁家が存在する乙とも事実である

が)。乙の期iζ複合化したものは，下降化しつつ，複合化しているのであり，むLろ窮迫的な複

合化と呼んだほうがよかろう。複合化といっても，その投資基盤が，ホタテ養殖による収入であ

る以上，ホタテ養殖i収益の階層差が，複合経営化した際の収益性の階層差となる乙とは避けら

れない。確かに，昭和54年以後，外海ホタテの配当は一挙に増加するが，表43にあるように，



「漁業危機j下における漁民層分解の動向について

表43 ホタテ配当金の使途 漁船漁業生産力が必ずしも高くな

いT，Sでは，乙れを，設備投資

に振り向けるものは，多いとはい

えない。もはや，漁船漁業に投資

するという「冒険Jを行なう余裕

はないと雷えよう。資料:実態議査より

4)小指

251 

以上で，乙の10年間の各地域，各階層の動向の概要は把握できたと考える。 Sは，やや

特殊ではあったが，乙の聞の階層移動には，二系統があった乙とを確認できる o第ーの系統は，

1lJ， IV階層から島階層へというもので，昭和55年には，一部が1I-1階層までは上向しえた。第

二の系統は， 1I-1から Iへというものである。

量的には， T， Yともに第 1系統のほうが多く，乙の層の移動パターンは，ホタテ養殖の規模

拡大によるもので‘ある。乙の階層移動が続いた乙とが，昭和48年-55年にかけてのホタテ主産地

形成過程における f中層肥大化Jをもたらしたといってよいであろう。だが， ζの上向化は，lI-1
階層から I階層への上向化とは逮続できなかったという点が重要である。乙乙では，1I-1階層か

らI階層への上向属のなかに，複合経営体が多いこと，及び，時じく複合化でも，下層のそれと

は性格が異なる ζとを指摘したにとどまっているが， ζの両者のちがいをもならす原因を明らか

にすることは，小生産自立化運動，漁場利用問題を考えるうえで，極めて重要となってくる。当

然のことながら，その原因ζそが，漁家の「資本J蓄積lζ階層性を生じせしめるからである。

(31 漁家「資本jの蓄積過程

そ乙で，次にホタテ養殖の展開過程における漁家の投資行動をフォローする ζとによって，先

の階層差を生じた理由について検討する。対象はYの t，b再部落に限定した。その理由は， Y 

がT型やS型の展開にともなう矛腐を現時点で児服した事例，つまり，乙の意味において，小生

産自立化の一つの典型として位置づけうるからである制。 t，b両部落そ選んだのは，後にみる

ように t部落が家族労働力の再生産を重視した投資を続けているのに対し b部落は積極的な設

備投資，規模拡大をはかるという対照的なa性格を有し t部落は中農下層的漁家(1I-2階層)の，

b部落は中農上層的漁家 (1， 1I-1階層)の各々典型とみなしうるためである。以下，順に検討

してい乙う。

(1) Yt地区

昭和48年の資料が入手できなかったので昭和46年の資料を代用する。表44によれば，昭和46年.

段階でのYtの措層構成は，①のみがE階層で，あとはIV階層となっており，総じて限界層とし

滞寵していたといえる。乙うした性格は，乙の時期のY全体についていえることであるが， Ytで

も，表46にあるように，③，②の漁家で，昭和40年代に入り，後継者が流出している。昭和46年

には，ホタテ養婚は，部落共同の形で，すでに行なわれていたが，その生産性は後継者労働力の

追加投資にみあうほど高くなかったようである。例えば，アンケートによると，夏場の作業に出

面として出ても，労賃が3万丹ぐらいにしかならず，その間，他の漁業は行えないために，二重

の打撃だったという。 ζの共同経営は，漁協の指導によってできたもので，漁船，資材等は共同

本}ζの点に演しでは，前掲注8)そ参照されたい。
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崎
沖
哨
崎
山
判
時
国
首
糊

鴻
品
出
品

(千円)

昭 手口 44 年 昭 和 46 年 昭 手口 52 王手

億組勧人 経営 粗収 その そ他の 負債 経営 糧奴
収そ他の入 支そ他の出 個総水勘揚人

経営 粗収
支そ他の入 支そ他の出

負債
階層 Nu 配当

費 益 {質量
階層 詩a 配当

費 益
Nu 配当

費 益 {賞震水揚 収入 支出 水揚

① 1，074 250 530 544 228 185 58 E ① 4，180 689 1.364 2，861 986 1，742 I ① 12.810 5，945 20.496 '7.686 12，447 5，053 2.884 

④ 838 262 166 672 72 153 ② 1.483 602 881 805 1，011 ④ 6，581 1.503 5.078 1.544 5.829 1.400 

③ 776 257 173 603 162 197 ③ 1.398 259 1.139 1，340 1.154 ⑥ 5.764 4.761 1，003 1，095 2，945 678 

③ 702 250 160 542 19 175 ④ 1.333 828 505 810 389 199 
II-2 
⑧ 5，753 2，628 3.125 3，948 6.725 2，203 

② 674 250 171 503 193 
W 
⑤ 1.273 382 891 787 377 ⑨ 5.019 6.945 '1，926 1，926 1.711 1，168 

③ 666 250 216 133 144 133 ⑥ 971 678 293 782 412 80 ③ 4，834 4.304 530 2，968 4，413 200 

⑥ 448 250 111 337 25 124 ⑦ 796 1，069 ， 273 1，898 351 574 ⑦ 4，735 5，5921' 847 2，383 2.039 1，427 

⑨ 420 264 111 309 65 107 ⑧ 635 427 208 496 219 400 
蛮
② 3，385 5，6441'2，259 3，041 3.307 633 

⑦ 308 250 142 166 144 85 ⑨ 531 193 338 2，818 2，355 ⑤ 2.543 193 338 2，818 2.355 806 

昭 手口 53 年 昭 平日 55 年 昭 平日 57 王手

組傍勧人 経営 総収 その その 負債
組偲水勘揚人

経営 続収 その その 負債
総個水勘揚人

経営 粗収 その
支そ他の出
負債

階層Nu 配当
費 益

他 他
{賞撞
階層 Nu 配当

費 益 収他入 支他出 {賞霞
階層 Nu 配当

費 主主 収他入 {翼霞水揚 収入 支出

① 8，496 3.000 10，093 U，597 15，758 3，239 11，782 
I 
① 14，710 5，273 14，453 257 3，863 2.951 3.180 I ① 10，464 6，636 10，265 199 4，997 8.454 2，175 

II1 
⑧ 7，373 7，704 血6，61117，952 2，324 7，704 ③ 8，081 6，664 1.417 9，829 2.244 9.250 II1 ⑧ 7，237 6，134 1.103 4，678 8.878 1，301 

④ 7，006 3，310 3.696 1.992 3.182 1.900 ⑦ 6.710 5，380 1.330 3，949 2.923 3司483 ④ 5，335 6.000 ， 665 769 6.032 
③ 6，643 3，678 2.965 8.311 7，112 3，467 

II1 
⑥ 6.639 5，858 781 2，398 1.841 1，434 ⑥ 4.764 5，676 ， 912 1.630 3.898 353 

⑥ 6，618 2，629 3，989 5，298 6.660 2.018 ⑨ 5.633 5，726 ， 93 5，050 1.677 4.657 IIz ⑦ 4.730 4，653 771 9，780 11，521 3，971 
IIz IIz 

③ 6，280 3，310 3，074 1.992 3.182 ④ 5，195 4，102 1，093 244 2.503 ⑨ 4.474 3.829 645 4.677 8.313 2，485 

⑦ 5，899 3，549 2.350 9.779 9.255 2，309 ③ 3.563 2，974 589 1，092 3.468 ② 3，684 3.644 40 1，072 4，84 57字

3，189 班 3，228 339 2，274 2，245 
霊
③ 3.670 7 1，889 6.968 479 ② 5，265 2.076 182 2.392 841 ② 2，889 2.594 437 

班 ⑤ 3.078 1，628 1.450 2.267 129 765 ⑤ 2，219 1，553 6661 3121 3，1501 6821 IV ⑤ 2，155 2.247 ， 92 829 6.074 

-Yt地区一妥機支収室長44

注) r総勘他人水揚Jとは，総動残高検証表の「鮮魚収入Jから，外海配当分を号I~、た額。実際の偲入水場から販売手数料，備荒・営漁・月取等の貯金(強制天引)
を控除した数字になる。(天引き塁手約215ぢ)

• S 46， 55年の配当は人権配当から天引き分として255ぢを減じた額0
.月豆奴益J= r組勘借入水揚jー「経営費J
. rその他収入J=長・短期借入金，共済金，保険金，用船料，貯金振替，
. rその他支出j早田定資産形成，貯金，出資金，その偽

その他
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表45 家族周期と労働力

地 S 46 S 53 S 58 S58の家族構成

後継者:同委子 1!子2::r-l 
転出入

域 No. 周期 労働力 No. 腐期 労働力 No. 周期 労働力 夫妻

① V 2 ① V 2 ① VI' 3 71 53 : 49 23 : 
長男54-57大学
進学

② V 2 ③ 顕 5 ③ V 4 61: 59 33 : 28 1: 0 
二男52由，
長女53由

③ V 2 ④ 麗 3 ④ V 3 63: 58 32 28 3: 
次女30歳，長女
50年以前由

④ 彊 2 ⑨ V 5 ⑥ V 4 66! 60 35 : 33 4: 3: 
次男43由，長女
45~手掛

Yt ③ 1I-3 2 ⑥ 盟 4 ⑦ 磁 3 55: 49 23 長男56年自

(同委): 長女56年出，
⑤ 班 2 ③ V ③ ⑨ IV' 3 81 56 55 22:21i l 次女54年由

義兄35王手自， 長
⑦ 1I-2 2 ⑦ m 3 ② V' 2 70 47 38 14i12!111 4男33年8由年自， 三男

③ 取 4 ② V 2 ③ VI' 2 : 80 53 : 49 
長男53年出，次
男51年自，長女

⑨ V 2 ③ 1I-3 2 ⑤ 1I-3 1 63: 62 32 : 長男42伴侶

母58年む，長女

① V 2 ① VI 3 ① V 3 51 i 50 25 : 25 0: 53年由，
委56王手@

② V 2 ④ V 2 ⑥ V 2 :77 44 : 40 13 : 10 " 父50年む
次男38王手自， 次

③ I 2 ② V 2 ② VI 3 : 72 51 i 47 22 : 女49年也，父48
~む長女47年倍

母40年0，長男
④ VI 2 ③ 直 3 ③ 直 3 54 : 52 24 : 22 : 21 長女

弟37年自

⑤ V 2 ⑥ V 2 ⑦ 日向3 2 48 : 46 
次女;

長女56年由16 

yb ⑥ V 2 ⑬ 1I-2 2 ④ V 2 86 : 78 44 : 36 11:10: 8 
⑦ 1I-1 2 ⑨ V 3 ⑨ V 4 73: 69 36 ! 30 8: 5: 4 妹56~宇宙

26 : 26 
長女53年，次女

③ 1I-2 2 ③ V ④ ⑫ V 3 60: 52 3 : 
55年自

⑨ VI 2 ⑫ VI 3 ③ V 2 74 50 : 49 三女:
母57年む，長女
56年由次女56由

⑬ E同 I 2 ③ I 2 ⑬ 豆一3 2 46 : 42 長女!12 : 
父41王手む，

15 : 母40年。

⑬ E時 3 2 ⑦ II 2 2 ③ I 2 65 : 62 
竪子: 長男40年@
18 長女40年。

|⑫ 1I-3 2 ⑬ E句 3 3 ⑬ 1I-3 2 58 54 長女:次女三26女30 27 

注)区分 I 夫婦2人 滋 夫婦2人，後継者就業

IV 後継者夫婦1I-1 子ども 0-6才
1I-2 子ども 7-15才 V 後継者子ども

1I-3 子ども15才~ 羽 後継者の子ども就労

夫婦が就労ない場合は (V'Jのように示す。

所有となったが(新規建造)，実態としては，なによりも，ホタテ養殖専業では経営が成りたた

なかったために，他の偶人漁船漁業経営を兼営せd'る喜子えず，作業上の競合が避けられなかった



254 教育学部紀要第45号

表46 ホタテ養殖に着業しなかった理由

漁家No. ホタテ養殖に着業しなかった理由

Yt -④ 子どもが小さくて(共同作業)出れなかった。資材が1笥かった。

③ 妻が鰻仕事をしていたが，体も丈夫でなく入手が足りなかった。

やりだしの頃，グソレープに入ってやる気になっていたが，クツレープが変り面倒になった。

② 仕事は忙しすぎて大変だった。入れ替えをしなければいけないし機械もなくて掃除も大

変だった。子どもができたばかりで妻の体も丈夫でなかった。

⑤ 
やりたかったが，若い人もいないし他の人がたに迷惑がかかり，共同がうまくいかない

と，思った。

資料:実態調査より

し，あるいは，それ故に共間作業による時陣的束縛を苦痛と感じるという状況であった。したが

って，個人経営に移行できるだけの蓄積(資本，労働力，技能)があった漁家は，共同経営を解

消してし、く。

ζのように， ζの時期には，個人経営に移行して規模拡大を行うか，あるいは共同経営を前提

として，つまり，低収益を前提として，労働力を流出させるのかという選択(後者の場合は，漁

船漁業にとどまり，労働力を流出させる乙とと大差ない)が.IV階層lとあった経営全体に関わ

れていたと考えてよし、。そして.Ytでは，その対応が分化した。@.⑨，④，③はホタテ養殖に

着業しなかったが，その理由は彼ら自身の言葉によれば表46にあるように，家族潤期に起閣する

共同作業の困難性にある。表45で確認すれば，④の場合，昭和45年前後では，子どもは，すでに

15::tを上聞っているから，やや理解しがたい点はあるものの，②は，子どもが昭和44年lとから48

年にかけて誕生し，その問，妻は労働力として期待できなかったし，③の場合も子どもがまだ小

さしかっ妻の体が弱かったということが決定的であったといえる。⑤の場合も経営主がすでに

50才に達していたという点が大きかったと思われる。だが，表45にもう 1震戻れば，昭和46年に

おいて②，③，④，③は，⑥，⑦，⑧，⑨の2倍以上の組収誌を実現しており，同じ即時層の中

でも，漁船漁業で一定の収揺を確保する可能性があったクツレープである乙とがわかる。つまり彼

らには，世帯員の排出によって，一定の一人あたり所得を実現する可能性が残されていたわけで

ある。彼らの優位は実に昭和51年まで続き，ホタテ養殖グJレーフ。の設備投資が拡大する昭和52年

以後になってようやく，ホタテ養殖グループの優越性が発揮される。 ζのことは逆に.Ytにおい

いは，ホタテ養殖に着業した層は.IV階層の中でも，まさに限界的な漁家群であった ζとを意味

している，例えば⑦は，ホタテ養殖を始める前は，養豚と出稼ぎによって生計委たてており.rホ

タテ養殖が失敗すれば，漁師をやめるつもりだったjと述べているが昭和46年の漁業収入をみれ

ば，おそらく，⑥，⑧，⑨も大農なかったと思われる。そして，③を除けば，彼らが耳目1までし

か上向できなかった，あるいはしなかった点に注意してお乙う。 ζの点では，次にみる ybの漁

家とはやや異なる対応を示している。

一方.Ytの中でも.CDは今までみてきた漁家とは'性格を異にするとみて良い。水揚，経費，負
債償還ともに，相当額に達し，かなり積極的な投資を行なっている。乙うした点は，むしろ Yb

の上層漁家に近いので，次lζybの状況について分析する ζとにする。

(2) yb地底(表47)

先lζ. Ybは規模が大きいと述べたが，昭和44年.46年段階では，水揚全額を見る限り.Ybと

大差ないか，やや下回る程度である。漁船規模は Ytよりも大きいものの， 経済的内容は Ytの
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(千円)

昭 平日 44 年 昭 和 46 年 昭 和 52 主ド

階層 No. 倒組勤人 配当 経費営 総益収
そ他の そ他の

負償債還 階層 No. 級倒水勘揚人 配当 経費営
籾収
収そ他の入 支そ偽の出 負償債還 階層 No. 組個水勘揚人 配当 経費営 組益収 収そ他の入 支そ他の出 負償債霞

水揚 収入 支出 益

② 1.904 250 1，113 791 883 496 150 ① 3.244 689 331 2.913 90 1.482 150 ① 14.165 5，945 12.552 1.613 4，839 8，035 553 

① 1.67C 250 401 1.269 94 159 .22 漉 ② 2，817 587 2.230 799 1.802 300 ② 12，874 15，182 i2，398 5，683 2.965 2，322 

③ 979 250 400 579 427 171 265 ③ 1，044 446 578 408 296 299 ⑨ 8，652 5.367 3，285 4，536 5，521 3.088 

⑥ 472 250 59 413 208 265 ④ 973 1.998 &1.025 3，585 393 2.077 ④ 7，092 11.144 i4，052 7，832 2.007 4.127 

⑨ 455 262 253 202 224 141 ③ 743 1，022 & 279 326 395 269 
111 
③ 6，945 3，651 3，294 3，234 4，740 2，075 

④ 455 250 570 115 1，087 571 25 ⑥ 703 441 262 428 416 ⑨ 6.735 6，786 i 51 6，506 4.846 4.031 

③ 450 250 404 46 182 127 -1 IV ⑦ 688 150 538 96 61 ⑫ 6，568 4，569 1，999 5.320 5，771 2.571 

⑫ 441 250 317 124 219 125 ③ 591 378 213 1，444 233 1，069 ⑦ 5，945 3，841 2，104 3，218 3，969 3，334 

⑬ 333 200 3431i 10 551 91 251 ⑨ 548 5651i 17 326 201 349 112 ③ 5，899 7.347 車1，4487，946 4.511 2，620 

③ 312 288 43 269 30 149 ⑬ 483 594 & 111 1，314 172 1.414 ⑮ 4.650 9.472 i4，822 8.389 2.549 2.192 

⑬ 21 210 481 & 264 527 110 50 ⑬ 475 1，170 & 695 1.457 181 909 ⑬ 4.585 9.845 &5，526 7，991 1.508 3.467 

⑫ 472 、302 170 678 183 710 ⑥ 4.546 6，950 i2.404 3，574 2，808 1，880 

限 和 53 王手 昭 手口 55 主事 昭 平日 57 f手

組勘
経費営 組益収

その その
負償債鐙 傍組水勘揚人 経費営 組益収

その その
負償債讃 組傍水勘人揚 経費営 粗益収

その その
償負債還階!醤 No.個人 配当

収他入 支他出
階層 No. 配当

収他入 支他出
階層 No. 配当

収他入 支他出水揚

I 
① 10，708 3.000 8.272 2，436 2.645 4.595 322 ① 18.978 5.273 12，256 6.722 4，974 10，813 1.300 

最
6，636 6，882 8，192 6，586 17，616 1.202 

④ 9，525 7，234 i2，707 16，742 5，255 8，194 @ 17，579 17，608 & 29 5，182 4.182 1.844 7，251 6，135 13，534 23.311 2.831 
② 8，326 2，617 5，709 7，430 2，762 8，361 ④ 12.256 10，413 1.843 13.205 4.660 13.012 

I 
7，663 3，717 1，513 8，094 2.272 

耳目1⑧ 7，759 4，338 3，421 6，938 2，577 6.712 ⑧ 10.374 7.439 2，935 4.982 4，444 3，489 ③ 8，694 6.260 2，434 3.775 7，442 3，233 
⑤ 7，590 4.673 2.917 196 2.579 1.573 I ⑤ 9.597 7，965 1.632 8，109 6.896 3.636 ⑦ 6，313 5，960 353 3，595 5.547 4.139 
⑬ 6，740 6，861 & 121 5，793 1，418 4.441 ⑥ 9.323 20，045 ~ 10，722 11，685 1.676 1.620 ② 6.271 8，487 &2，216 20.813 時間;⑨ 6，447 3，586 2.861 3.536 器場; ⑫ 8，818 7，851 967 3.176 3.053 1，561 

豆-2
⑨ 5，944 5，711 233 7，479 

⑤ 6，OH 6，694 & 675 11，958 ⑬ 8.386 10.452 &2，066 7，417 1，857 5，685 ⑫ 5，219 4.141 1，078 8，496 8，897 3.970 
E向 2⑫ 5，910 3，289 2.621 5，292 3，244 4，738 ③ 7，355 5，129 2，226 1，355 2，627 2，039 ⑤ 4，574 3，300 1，274 10，376 13，572 2，900 
③ 5，737 4.051 1.686 8，579 4.201 4，711 豆一1⑨ 7.303 4，055 3.248 3，939 5，249 4，374 ⑬ 4.510 5，435 ， 925 13.069 13.290 3.074 
⑦ 5，377 1，992 3.385 501 2，473 2.245 ⑬ 6.352 4.731 1.621 11.330 8，147 7，412 

狐
③ 4，046 4.920 血8741.533 5，358 51 

⑬ 4，619 ↓ 4.191 428 7.060 961 6，557 1I-2 ⑦ 5，931 6，005 & 74 2.948 2，943 2.039 ⑬ 2，611 5，0441'2，4331 8，3621 5，8261 5，773 

-Yb地区…要概支収表47
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資料:北海道農林水産統計年報より
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図1 ホタテ養殖経営指標

(><10り

資本生産量

1.5 

十1性.0 重労壁量1.0
俊

0.5 0.5 

労働生産性

f'， ， a ‘ 、、，、 /心円
2 

阪和4647 48 49 50 51 52 53 54 55 56年

ホタテ養殖着業グループとほぼ開水準であり(①，②を除く).彼らには，ホタテ養殖の規模拡

大をはかるという選択をとるしかなかったと考えてよし、c命以下の漁家は，現在でも養殖枚数が

15-6万枚の者が多く yの中では規模の大きい部類iζ属するが，それを反映して昭和55年には，

表48 ホタテ養殖比率
(S 53年)

Yt yb 

No. 比率 No. 比率

① 27.0 ① 46.9 

② 37.4 ④ 66.0 

④ (19.9) ② 59.2 

⑨ 20.5 ⑧ 52.4 

⑥ 51. 5 ⑥ 44. 1 

③ 09“0) ⑬ 85.4 
⑦ 68.2 ⑨ 63.8 
② 09.9) ③ 66‘3 
③ (39.5) ⑫ 90.3 

③ 64.0 

⑦ 61. 0 

⑬ 68.0 

資料:漁協資料より

設以内は55年，十，
lま増減を示す。

ほとんどがI.Ih階層への上向化をなしとげている。 ζの

ような上向化の性格を明らかにするために，昭和53年の収

支状況をみると，乙の年の登“2階層は，全般的lζ組収益が

(55年比率) 低くなっているc特に Ytの Eサと比較すれば. Ytが

(49) + 3，211千円であるのに対し ybは1，455千円となり，当

(58)ー 然ながら経営費も Ytの3，092千円に対し. Yb は4，381

(47) -

(46) 

(35)ー

(54) -

(69) + 

(77) + 

(77)ー

(71) + 
(60)ー

(69) + 

千円となっているcζのような収益性の低下の要因は，ホ

タテ養殖への依存率の高さに求めるζとができょう(表48

参照)。つまり，昭和53年段階ですでにホタテ養強の収益

性は低下しており，それが彼らの粗収益の低さに反映した

とみる ζ とができるcζの点は関 1の全道統計をみても暁

らかであるcζの統計はサンフ。ル数が少いために，必ずし

も庇確とはいえないとしても，昭和田年をボトムとする資

本生産性の急激な低下は確認できょう。その一方で，養殖

規模の拡大に伴う負債償還額も増大しており，乙のような

状況を打開するためには，養殖規模の一!替の拡大を行うか，

漁船漁業の拡大を試みるかの，いずれかの追加投資が求め
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られていたといえる。その際，問題になるのは，いうまでもなく，詞
表49 ホタテ養殖比率(%)

部b

① 

③ 

④ 

⑨ 

⑥ 

③ 

⑦ 

⑨ 

③ 

(昭和55年/53年) 者の生産性であり，少くとも，昭和53年までの金利負担と，新たな設

Yt 

比率 No. 

283 ① 

1 ④ 

② 

③ 

15 ⑥ 

⑬ 
38 ⑨ 

③ 

⑫ 

③ 

⑦ 

yb 

比率

92 ， 12 
60 

117 ， 15 
， 11 
40 

118 

60 

88 

33 

備投資lζ伴う利子部分を上回るだけの奴益性が要求されたわけである

が，果して，養殖以外1<::，そのような有効な投資部門があったかど、う

かは難問である。というのは，昭和46年段階においても，また現在で

も，漁船漁業生産力の高さと，漁船規模とは必ずしも比例していない

が，それは漁家からのききとりによれば，経験の差，つまり技能差が i

決定的であるといわれ，彼らが漁船漁業投資を行うのは閤難であった

と思われるからであるC ζの差を確かめる方法はないが，少くとも，

上層では，ホタテ養殖をやり，なおかつ，漁船漁業を営むのに対し，

下層では，漁船漁業への投資を抑制した乙と自体が，下!漫における漁

船漁業投資の罷難さを反映しているとみてよしその背景には，漁船

漁業に隠する技能差があるものと恩われる#。

結論から言えば，昭和田年にIJ-d乙位置した漁家群は，ホタテ養殖

への追加投資を行なった。表49は，乙の間の産地価格上昇分を控除し

」制:漁協資料より た各経営体のホタテ販売額の伸び率であるが， IJ-2 は一様l鳴くなっ

ている乙とを確認できょう。特に③，⑫，③，@が605ぢ以上の伸びを示しているが，乙れらの漁

家では，昭和53年度収支において， rその他支出Jr負債償還Jの額が高くなっており，その正確
な内容はつかめぬものの，一定の設備投資が行なわれた乙との反映とみてよいであろう。表51を

みれば，昭和田年から55年にかけては， IIヮ漁家を中心に，網洗い機，員掃除機の導入がすすん

でいるc また，漁船の更新建造も，それ以外の漁家と比べて小規模なものであり，養殖作業船と

みてまちがし、ない。

⑬ 126 

ζのように ybの場合は II-2措!曹の漁家はホタテ単作的構造を維持したまま，昭和55年に

は1，II 1 階層へと上向したが，それ故に昭和56年以後は，発死のダメージが大きし昭和57年

には再び、IJ-2階層へ戻っている。

乙ζで，先の Yt IJ-2がせいぜい耳勺までしか上向していないことに再び注目しなければなら

たい。表48によれば Yt目、の場合，養殖への依存率は ybよりも低いといってよいが ybの

漁家が追われるが知く養殖規模を拡大していったのに比べ， Yt IJ-2 の漁家の投資ペースは，そ

れとは明らかに異質であるo あくまでも家族労働力の再生産を呂襟にして，カキやエどなどの漁

業と組み合わせて所得を確保する道を選んでいる。乙れらの漁家lと共通するのは，養殖枚数が少

いから当然とはし、え日あたり労働時間が短いことである。そして，後でみるように，現在で

は多くの漁家が労働時間安短縮させているのに対し，乙れら漁家は，ほとんど変っていなし、。つ

まり，家族労働力の再生産という目標は，所得上の目標であるとともに，労働過程の編成にも露

徹されているといえる。「他人のことにあまり干渉しないのが tの特徴Jで「都会的なんだjと

*)例えば，チカ船曳について，Yb 5は「チカは若い人を頼まねばならん。 1ヶ月100万でも嘉乙ばなL、。

4 -6歩合だから 100万円やっても， 60万円しか入らない。そのとろは金の卵だから， 若い人がし、なく

て，どうしようもなく綴類の若い人を頼んだ。魚探もなかったし水揚げのいい紛に若い人が集中しウ

チには若い人のクズしかζなくてよけい水揚が出ない。Jと述べているが， Yt一①やyb ①の話しでは

魚採が入っても， rウデの差Jはなくならなかったという。 ζζでは雇用導入の困難さも理由としてあげ
られているが，根本的な理由は導入しうるだけの生産力を形成できない技能差にあると思われる。
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噛
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轡
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@ 噛
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3. 74 
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鵠
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朝

③ 4.59 1. 23 2.36 
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3. 79 

Yb ⑥ 
1. 99 骨
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1. 56 1. 52 
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注)窃=貝掃除機， 11時総洗機，数字は漁船の t数
• 546年の数値は， 46年現在の所有船， ζれらの船の療船年度は不正確であるが，多くは550年ど
ろまでに廃船田代船建造が行なわれている。

資料:議室長禦より
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という乙とを Ytの漁家が語っていたが，本来，生産力的には，集団的補完を必要とする中農下

層的漁家でありつつも，逆に， ζのようなお互いの不干渉，自立性を持つのが Ytの特色である。

そして，乙うした自立性が保たれているのは，後にみるように，外海ホタテの配当金の故であり，

その意味で， Y地域のTI-2的漁家群の典型であるが，同時に，外海ホタテ共同経営を前提にして

成り立つという特殊性も有しているといえよう。

一方，昭和53年段構でTI-1， 1階層にあった上層漁家は，どういう動きを示しているのであろ

うか。まず，負債償還翻からみていくと，⑨，④，⑧の負債償還額はそれぞれ， 836万円， 819 

万円， 671万円となっており，先にみた百万の負債償還額を大きく上回る。ところが，昭和田年

になると，同じく I階層でも，新規に参入した⑤，⑩の負債額と比べれば，むしろそれを下図っ

ている(④を除く)。つまり，昭和53年 1，TI 1階層の漁家は，55年iζ上向化してくる漁家よりも

早くから投資を行っていることを意味するが，表50をみても，③，⑬，⑫が3t前後の船を購入

するのは，昭和54年以後だが，①，⑨，⑨，⑥，⑧はすでに昭和51-52年に購入している乙とか

らも，乙の点は明らかであろう。乙のように，投資を， TI-2措層i乙先んじて行えたという乙とは，

ホタテ養躍の収詮性が低下する昭和田-54年の局面において，上層経営の対応、の騒をより広げる

ものであったといえる o ホタテ養殖への投資が先行していた分だけ，漁船漁業の拡大を行う余力

があったからである。実擦に，乙れら漁家のうち，①，④，⑥，⑧が昭和53年から57年にかけて

漁船を建造しているが，③を除けば5t以上の船であり，漁船漁業用である乙とは明らかである O

そして，表48にあるように， 耳目2から上向した⑨，③， @，⑬とは対照的lζ，①，②，④，⑥，

⑧はホタテ養殖比率吋以下におとしたかわりに悦捺く)，表51吋るように，チカを中心

とする漁船漁業が比重をましている。つまり，彼らの投資パターンは，従来のホタテ養殖から，

それ以外の漁穣へと，昭和54年の枚数規制を契機に転換したとみてよい(表52，53参照)。乙のこ

とが，昭和57年の発死状況下でも，彼らを I階層にとどめさせた理由である。そして，乙の上位

グループが昭和44年度の上位4者と時ーであるのは，先の技能的条件が有効だとすれば，決して

偶然とは言えないのではないか。

さて，昭和田年以後の動向は，以上のように特徴づける乙とができるが，それ以前，つまり，

ホタテ養殖開始時から昭和52年に至るまでの階層移動の性格についての問題が残っている。乙の

点について，まず指橋しうるのは家族協業の問題である。今までみてきたようにホタテ養殖の労

働過程は極めて集約的で，なおかつ婦人労働力が労働時陪からすれば慕幹労働力として位覆づけら

れているため，生活過程が粗放的になりがちである o したがって，ホタテ養殖の規模拡大の際に

は，単なる保有労働力数ではなく，生活過程までも含めた家族協業の発展段階が問題となってく

「漁業危機J下における漁民層分解の動向について

魚種別・漁家別販売高(昭和53，55年)表51
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資料:漁協資料より
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漁家No.

Yt① 

⑧ 

yb ③ 

③ 

⑦ 

影響

あり なし

Yt ① O 

③ O 

教育学部紀要第45号

表52 枚数規制の影響

理 出・対

外海ホタテの配当があったから

策

⑨ O 家族労働力iζ見合う数がやらなかった。

⑦ O あまり減らなかった。

⑥ O 価格が年によってちがう。

yb ① O その外海配当が入ったしチカが安定している。

② O 価格が上った。

⑥ O O 漁船漁業にかえた。

③ O 

④ O 漁船漁業(チカ舟曳，カレイ刺)をとり入れる。

⑨ O ウニはやった。

⑤ O 外海配当があった。

⑬ O 

③ O 

⑬ O 

資料:実態調査より

表53 漁船漁業を兼営する漂白

理 自

督からやっているから，今さら-'2めるわけにむ、かない

ホタテは安定Lているが，それだけではやれない

養殖枚数が規制されていたから

作業上の競合もなかった。雨方の7)<揚でやれば・…-

ホタテ一本だと暇だし今なら死んでいるので大変

資料:実態調査より

る。さしあたり，家族周期との関

係をみたのが表45である。乙れに

よると Yt⑥，⑦，⑧，⑨はホタ

テ養殖に着業Lたという ζともあ

るが，上向i乙燃しては，必ず労働

力がふえるか，家族周期が1ラン

ク上昇するという関係があるのに

比べ，⑨，⑨，③は，昭和46年を

ピークl乙家族燭期も衰退期lζ入っ

ていくことがわかる。勿論，ホタテ養殖をやってなかったから，後継者が流出したという乙とも

いえるが，今問題にしているのは，昭和制年から昭和田年にかけてであり，乙の限りでは無視し

でもよかろう。乙の点は，Ybでも問様である。上向した⑥，③，⑨，⑮，⑫は，各々，家族周

期が上昇するか，労働力が増えている。ただし，下降グループでは， Ytほど明確な棺関は見ら

れないが， ζの表では一貫して下降してきた(3)，③，⑬は，現在の労働力は50才以上の夫婦2人

のみと見なして良く，他の漁家と比べて劣位にある乙とは明白である O 後継者がし、なかったこと

が，彼らにとっては，規模拡大を患うようにすすめられぬ最大の要罰だったといえよう f例えば

表54でのYb@の回答)。また，後継者の有無の問題は，漁協の資金貸付条件によって増幅され

たらしい。ききとりによれば yb⑫は， r後継者がいると信用も高く，金を貸しでもくれたJ
と述べるが， Yt③の場合， r20万円も貸してくれなかった。Jと述べている O 家族経営の範囲
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内での経営を強調するY漁協である乙とを考えると，こうした可能性がなかったとはいえない。

家族潟期と階層移動との関連は， Tについてもあてはまる o (表55，56)簡単に磁認しておけ

ば，まず自につくのが，昭和48年段階で，上位lζ位霞する経営体の家族周期段階が高い乙と，そ

表54 養殖規模拡大の理由

漁家Nn E翠 自

Yt ① 効率が良かったので力を入れようと思った。

③ 家族労働がふえたから。

⑤ 息子が帰ってきたから。

yb ① 機械が入って余分にやれ，徐々にふや Lた。

⑦ もうかるから。だが労働力的に無理がかかり，療を懇くして入院Lたa

④ サロマ湖の事業としては，ホタテ養殖に魅力があった。

⑫ 
息子が手伝い始めたので，それ以前は 2人Lかいなかったから，ふやせなくて

エビをやったが，その後はエビをやってくれなくてやめた。

⑤ チカがダメだったので，とりあえず養殖一本でやると決め込んでいた。

③ 2人でできる限界までふや Lてきた。

⑬ 
後継者がいる人なら漁船漁業にも投資できるが(後継者がいないために)みん

ながやる方向{養殖鉱大)でLかできなかった。

資料:実態調査より

表55 家族周期と階層移動(T)

昭和48年 昭和53年 昭和57年 年 メ~、

階 周
労働力
階 腐 労働 階

周 働労 類 議同
Nn Nn Nu 夫 委 子l子2子3

層 期 局 期 カ 層 期 カ 重苦 者 委

① V 3 lh ④ V 3 I ⑨ 頭 3 複 51 49 23 

⑨ II -3 2 ⑨ 調 3 ⑦ m 3 ホ 52 54 19 
III 

③ V' 2 ③ 百' 2 ⑬ 国 4 複 56 56 30 26 

II 
④ I 1 ⑬ II -2 2 ④ V 3 59 33 31 11 8 5 

⑤ II -2 2 ⑬ V' 2 112 ③ E 3 51 42 20 21 18 

⑥ 11-2 2 ① V 2 ⑫ VI' 2 76 48 38 19 16 

⑦ II -2 2 112 ⑦ II -2 2 ⑬ V' 2 88 83 45 41 17 15 11 

③ II -2 2 ② I 2 ⑧ 狙 3 51 50 23 

⑨ II -2 2 ③ V 3 ⑥ V 4 ホ 54 53 31 31 8 5 3 

⑬ II -2 2 ⑬ VI' 3 ① V 2 74 45 40 17 15 13 

瞳 湿

⑬ 狸 3 ③ II -3 2 ③ VI' 3 86 79 61 56 26 

⑬ V 2 ③ 磁 3 ② 2 59 56 

⑬ H 3 2 ⑫ V 2 ⑬ 政 3 51 45 20 18 10 
孤

W ⑬ V' 2 ③ II -3 2 IV ⑬ W 3 52 49 25 24 

資料:実態調査，漁協資料
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れ以下のrr-2段階の経営体では，家族労働力の充実がみられた⑦，⑨，@で上向化が特に激しい
乙と，逆に，昭和48年で上位にいた①， (2)， @は，家族労働力の追加のないまま，相対的地位を

低めている乙となどを指摘することができる。尚，昭和48年段階の⑬~⑭の漁家も家族理期は高

いが，着業年次が運かったために，乙の地位lζ甘んじている。 ζのうち，⑬，⑩，⑬は上向イヒを

なしとげたが，そのパターンが複合化である乙とに注目しておく必要がある。即ち，昭和48年段

室長56 養殖規模鉱大混由

漁家Nn 拡 大 理 El3 

T ① 30万枚が2人で稼ぐ限度だった。

② 水揚を多くするため

③ 養殖になれてきて，家族労働力でできる範殴でふやした。

④ 労働力が多く(兄卒業)，収益性も高かった。

⑦ 技術を覚え成功した。ふやしても採算があう。{昭和)51年からは雇用も導入した。

⑨ 
(20万枚までしかふやさなかったのは)入手がなかった ζともある。 30万枚やる入手があっ

たらと思う。

⑬ 採算がとれなかったので

⑫ 5万枚ではダメでふやすしかなかった。

5万枚ではやっていけなかった。怠子が織ってきたので10万からは万にふやし船も大きく

⑬ したが年もたたないで減らした。息子がいないうちは 2人だったが 2人だとttl街も入
れなかったので10万が限度だった。

資料:実態調斎より

表57 家族腐綴{昭和56年度， S) 

Nn 養殖枚数 周期 夫 委 後継者 問委 そr1 子2 子3 藤周

① 205千枚 V 81 71 41 33 12 

② II-3 46 45 17 14 2 

③ 混同 l 32 28 2 1 

④ 180(共河) II-3 50 45 20 16 13 

⑤ 205 麗 51 47 25 

⑥ II-3 52 44 22 20 妹 40 1 

⑦ I 30 27 

⑧ IV 62 60 30 28 l 

⑨ V 67 47 44 20 19 15 

⑬ W 74 71 34 34 1 

⑪ Hω3 47 40 17 15 

⑫ 醗 57 53 24 22 z 

⑬ I 50 1 

⑬ VI 70 20 21 ? 

⑬ 180 H 35 27 ワ ? 2 

資料:実態調重量より
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階で，労働力，家族周期で優位にあった者は，ホタテ主義作的iζ規模を拡大したが，そ乙で優位に

たてなかった者，及び，着業時期の遅れた者は，十分な規模拡大ができぬまま枚数規制を適え，

投資部面を複合化させたとみてよいであろう。

しかし sの場合は，あてはまらないようである。表57は，昭和56年度識査にもとづいたもの
であるが，現在の養殖枚数と家族周期の段階とには，明確な相関は見られなし、。むしろ，それと

は無関係に雇用を導入し，規模拡大をはかったといったほうが，よいであろう。

たとえば.M氏のばあい。昭和41年に個人経営に移行したとき，家族構成はM氏夫妻と母，娘

の4人で，養殖枚数は8万枚だったが，昭和43年には.4-12月まで，臼給制の労働力を 3名導入

して，一気に30万枚に拡大している。さらに，昭和50年に三男が戻り，労働力数が3となったの

を機にさらに拡大をはかり，昭和53年には伺んと40万枚に達していたという。またF氏の場合は，

父との共同経営という名目だが，実擦の労働力はF氏 1人しかおらず 5月-11月まで，雇用を

6-7名いれて30万枚の経営を行ったという。乙乙までくると，富農的漁家といったほうが良い

かもしれないが，ともかく Sの場合は，雇用を導入しての規模拡大が一般的であったとみてよか

ろう。

乙のζとは，逆に家族周期と階層移動との相関は，小生産的形態をとる限りで開題にしうる乙

とを示すと言えるが，そ乙でただちに問題になるのが，機械化の可能性についてであろう。だが，

今までの分析でも明かなように，労働過程の性格を変革するような機械化は進んでいない。たし

かに，乙の聞に，嬬洗い機の大型化や，ポンプ f養殖資材を海中からひきあげるときに使用する

ドラム)の装着，漁船の大型化，高速化は進展し，それがもとになって，労働時間は相当短縮さ

れている(枚数規制によって養殖規模が小さくなったこともあるが)。表58によると，現在では，

労働時間が10時間を超えることはめったにない。もちろん 乙の背景には，発死罰避のために，

水温が高くなれば作業を行なわないという管理上の必要性もあるが，午前中に作業を終らしうる

のは，省力化の進展によるものだと言ってよい。表59は網洗い機の導入効果についてたずねたも

表58 現在の年隠操業状況

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

Yt -① ト叶 ybω⑤ 

養英章手器入材れカレイ チカ ホタ ア

氷下|
ホタ ア

平均従事臼数 20 30 平均従事日数 20 

平均作業日数 4 8 12 平均作業日数 8 10 

表59 網洗機の導入効果

漁家割a 導入効果 漁家Nu 導入効果

T-① 作業時間% Yt -⑨ 45人→2人，時間はち合，その分，他の漁業

③ 出頭から家族へ，作業日10日→1臼 の拡大と休養 J

④ 2人x15臼→3人x1臼(泊) yb …① 喰流式でVz， 大惑で%

⑨ 作業時間短縮，雇用減少(資金節約) ④ 量をふやすために機械導入

⑫ 作業Vz， 体は楽iとなったが，その分，泊代，

電気代がかかる。

資料:実態謁査より
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表60 漁船の更新務自

漁家Nu 重さ 新 理 由

T ① 運搬の大震迅速化。小さい船だと出荷のとき荷物を積めない。無理して穣むと海難にあうζとがある。

③ 養殖の資材が多くなり日分が積めなくなったので。船上の仕事もしやすい。

③ 
8王手前までは船外機船で. (漁場まで)往復1時聞かかった。カキの漁場移動やホタテ養殖で

は船が大きくないとダメ。

⑨ 沖作業11:。運搬の大震迅速化，他の漁業種の兼営

⑬ 
沖作業化と種蔚まきのため，養殖の沖作業は鼠が吹いてもすぐやめるわけにはいかないから，

船が大きくないと危険が伴う。展形でやるなら船は小さくても良いが。

⑬ 丸カコーからマンション，ハウスになって，資材が大型化したため。

⑬ (足の速い船でないと)出荷持期iと困る。

① 老朽化とチカの機械装着のため

③ 老朽化

⑦ 老朽化

⑥ 養殖枚数をふやしたかったので，運搬の大震迅速化

⑨ 運搬の大震，迅速化と貨の手入れを綿密にやるため。選別・録除を沖でやるため。

③ 放流義務数がひきあげられ，船を大きくするしかなかった。

yb ① 
ポケットからハウスになると，ハウスがかさばり，船を大きくする必要があった。また48. 9 

王手からチカが良くなり，機械そ装着するため大きくした。

② ポケットからハウスにかわったため。

③ 老朽化

⑨ 規模拡大のため

⑤ 選別・掃除の沖作業化

③ 老朽化と海上作業化

⑬ 老朽化

資料:実態調査より

のだが，乙れによって控上作業の一部が相当省力化された乙とは確実で‘ある。にもかかわらず乙

れらは必ずしも規模拡大とは結びつかず，漁民の苦汗労働を柔らげるのに役立った程度である。

漁船についても同じようなことがいえる。表部は漁船導入の理由をたずねたものであるが，最も

多いのは，連搬の大量迅速化であり，この点lζ限れば，漁船規模は養殖漁家の生産力にとって従

属的な要素でしかない。むしろ，要素としての重要性を高めてくるのは，養殖作業の沖作業化，

つまり，適期作業が問題とされてくる昭和55年以緯であるo

乙の間進んだ機械投資が，このような性格のものとすれば，ホタテ養殖の規模は，依然として，

家族周期との関連が強いとみる乙とができょう O だが，基本的な領向は，乙れで説明しえでも，

個々の漁家の動向をすべて，乙のように律する乙とはできない。家族周期が同じでも，労働力の

量，震の差があれば，蓄積条件が異なることはもちろんであるが(逆もそう入さらにホタテ養殖

開始年次の開題，及び追加投資の時期，追加投資の部門等が問題となってくる。前二者は，投資

時期の問題として一括できるが，乙れを規定する要閣は，慕本的lζ家族周期 f初発の家族周期段
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階，設備投資の契機としての労働力追加投資を実現しうる家族周期段階)に規定されつつも，各

漁家の「資本j蓄積の進展度合や，漁協の営漁指導といった要因 f特にS，y)が密接に関連し

ている。後者の問題は，生産部門に投資する場合，漁船漁業に投資するのか，ホタテ養殖に投資

するのかで，階属移動が大いに異なってくる(もちろん，投資時期も問題となるが)ζ とは確認

したとおりであり，乙の点、lζ慢する指導は，直接iζ階層分化を決定すると云える。つまり，追加

投資を可能，あるいは要求する主体的条件があったとしても，乙の投資部門をど乙に定めるのか

によって，結果的には収益性の大きなちがし、をもたらし，また，その選択に擦して，各漁家の主

体的力量(家族周期や生産力段階のみでなく，技能も含めた蓄積水準，したがって，市場動舟や

資源動向の分析能力も含まれる)と開時に，乙乙でも漁業権行使に探しての漁協の関与の仕方が

問題とならざるをえない。

(4)小指

ホタテ養殖の展開過程において，階層移動が2系統iζ分化したことは，複合的要因によって説

明されねばならない。まず，第一iζはホタテ養殖の労働過程が極めて労働集約的であるため，家

族労働力の量と質，さらには家族協業の発麗段階が基底的な要因として働らく。乙乙では，機械

化による生産性務差は問題にならない。ただし，家族周期の発展による家族労働力の追加投資が

可能になるのは，当然ながら，その追加投資によって収益性の向上，あるいは規模拡大が実現で

きる場合であり，それは漁場生産』性，及び労働生産性，資本生産性の水準によって規定されて

いる。乙れらは，固定資本への追加投資の選択の擦にも重要な指標となるが，各生産性を媒

介にした漁家の投資選択が，階層差を決定した第二の理由といえる。乙乙で問題になるのは，

何故，投資選択の差が生じるのかであるが，一つには技能水準や市場動向の認識能力等の主体的

力量による個別漁家の生産性の差異があるが，より重要なのは，漁場用益権の分配関係の開題で

ある。各漁家の蓄積水準にあわせて，投資部面がどのように規制されてくるかによって，各漁家

の所有する生産力諸要素と各漁家の生産性とはそのバランスを変える乙とになる。 Yの場合，上

!蓄がチカ船曳網への投資を決定した時点で，下層のウニやエビ、への投資とは分断され，各々がその

階層での自立化をはかる乙とになるが， Tの場合は，上層が漁場用益権を集中する乙とによる下

層の排除が，階層移動の二系統を形成する。乙乙では，上層と下!曹の生産性格差は罰定的とみて

よい。一方， sの場合は，ホタテ養殖の単作的拡大によって生産性が優位となる分配関係であっ
たため，会漁家がI階層へ集中した。

乙のように，漁家の階層移動は，労働力を基本とする生産力諸要素の所有格差による規定性ぞ

前提としつつも，漁場用益権の分配関係を媒介とする生産性格差によって規定されているといっ

てよい。

IV，結論

小論では，現在の「漁業危機jと呼ばれる局語の下で生産力再編成がどのように進行している

のかを検討してきた。センサス分析を中心としたEによれば， ζの賠の投資形態は.①魚価高騰

依存型，②兼業労賃依存型，⑨過剰人口型，@近代化裂の4つに区分することができたが，乙の

ととは， r高度成長J期の成長要因(必ずしも，それに基づいた底分になっていないが)を「魚
価高騰依存jと割り切る乙との一面性を示している。「魚備高騰jという要臨は，すべてのタイ

プに等しく作用したとしても，そのメカニズムは，各地域において異なっていると言い換えてもよい。
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それ故， r漁業危機J下で進行しているように見える碍極分解も，地域どとに分解論理を異に
しているといえよう。北海道の事例分析では， r近代化J型投資の継続地域 (α)，解体傾向を
示す地域 ((i2 )，及び小生産的自立化傾向を示す地域(/31)の3頼型を確認できたが"J:/麗と有畜を質

的に異ならせる形で分解がすすむa，(i 2型と， 質的差異を示さないれ型を「両極分解jとし

て一括することはできなし、o (i 1 型の「両極分解Jは， 1 -3 t 騒が5-lOt層，ホタテ養殖へ

移動したという 2穣類の自立化の皮映である。

以上のような差異をもたらす要握，及びそれに基づく分解メカニズムの解明は今後の課題とし

て残されているが，現段階の重要な分解動向として控目すべきれ型地域では，その点にかかわ

って漁家の小生産的自立化を保障する蓄積条件としての漁場利用関題が焦点になっていたと指摘

しうる。 T，S， Yの三単協の事伊IHζよれば，ホタテ養殖の展開の下でも漁民は 2階層に分化し

たが，それは，家族協業の発展段階，技能格差などに規定されるとともに，漁場用益権の分配関

係を中心とする各地域の生産関係lζ，より大きく規定されていた。市場条件を珂じくする乙の三

単協で，漁民j謹の分化形態に明確な差異が生じたことは，市場条件の変動のみで，分解を議論す

ることの一面性を示し，また，沿岸漁業内部の格差形成要因を軽視・無視することの不当牲をも

示しているといえるo

もとより，漁家経営は市場条件を無視して，その分解を議論できるものではない。しかし，小

論の事例は小生産自立化を達成するために，それにふさわしい蓄積条件=地域的生産関係を実現

する乙とが不可欠の課題である乙とを示し，また，それを担う主体を形成するととが重要な実践

的課題として成熟しつつある ζとを意味している。そうであるとすれば，漁業経済学，漁民教育

論がとりくむべき課題は，地域内部の分解要因までも射程に入れて，そのような力震の形成可能

性を検討する ζとにあろう o それをぬきに，資本主義との連結構造を変革しうる主体の形成につ

いて議論する乙とは意味がないと思われる。


